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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．第５期は、当期純損失を計上したため、自己資本利益率を記載しておりません。 

４．当社株式は平成17年５月20日に大阪証券取引所ヘラクレスに上場しており、それ以前は非上場・非登録であ

りますので、株価収益率は記載しておりません。 

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） － 753,982 － － 2,607,578 

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円） － △38,446 － － 207,824 

当期純利益又は当期純損

失（△） 
（千円） － △35,949 － － 100,454 

純資産額 （千円） － 28,706 － － 1,395,494 

総資産額 （千円） － 209,298 － － 1,855,067 

１株当たり純資産額 （円） － 56,845.24 － － 51,352.15 

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△） 

（円） － △72,771.87 － － 4,012.88 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － 3,047.49 

自己資本比率 （％） － 13.71 － － 75.22 

自己資本利益率 （％） － － － － 12.35 

株価収益率 （倍） － － － － 95.69 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △70,385 － － △92,054 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 11,247 － － △312,783 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 71,746 － － 1,048,115 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － 48,908 － － 1,016,116 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

－ 

(－) 

23 

(6) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

77 

(10) 



５．当社は平成15年11月30日付及び平成18年１月31日付で株式１株につき５株の分割を行っております。そこ

で、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げる

と以下のとおりになります。 

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

１株当たり純資産額(円) － 2,273.80 － － 51,352.15 

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失 

（△）    (円) 

－ △2,910.87 － － 4,012.88 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益(円) 
－ － － － 3,047.49 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．上記期間中、第５期（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで）以降については、証券取引法第193条

の２の規定に基づき、中央青山監査法人の監査を受けておりますが、第４期については監査を受けておりま

せん。 

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 280,855 302,651 1,177,299 1,676,375 2,597,307 

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円） 2,199 △54,142 42,496 168,234 222,500 

当期純利益又は当期純損

失（△） 
（千円） 1,218 △31,707 31,479 88,427 106,982 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 45,360 48,660 70,500 100,710 608,810 

発行済株式総数 （株） 472 505 2,945 4,005 27,175 

純資産額 （千円） 64,146 39,039 81,505 230,352 1,402,022 

総資産額 （千円） 95,872 147,826 353,687 712,406 1,839,031 

１株当たり純資産額 （円） 135,903.91 77,305.89 27,675.85 57,516.32 51,592.35 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△） 

（円） 3,016.71 △64,184.56 11,422.24 26,115.61 4,273.64 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － 3,245.51 

自己資本比率 （％） 66.90 26.40 23.04 32.33 76.23 

自己資本利益率 （％） 2.65 － 52.22 56.71 13.10 

株価収益率 （倍） － － － － 89.85 

配当性向 （％） － － － － － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 50,575 160,368 － 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － △4,914 △11,222 － 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 32,670 96,453 － 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － － 127,239 372,838 － 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

4 

(－) 

11 

(1) 

32 

(14) 

42 

(9) 

70 

(10) 



３．第６期において、連結子会社１社を吸収合併しております。従って、第６期と第５期を比較する際は、「連

結経営指標等」をご参照下さい。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第４期から第６期は潜在株式がないため、記載しており

ません。第７期は新株予約権を発行しておりますが、当社株式は非上場かつ非登録であったため、期中平均

株価が把握できませんので、記載しておりません。 

５．第５期は、当期純損失を計上したため、自己資本利益率を記載しておりません。 

６．当社株式は平成17年５月20日に大阪証券取引所ヘラクレスに上場しており、それ以前は非上場・非登録であ

りますので、株価収益率は記載しておりません。 

７．従業員数は、期末日における就業人員数であります。 

８．当社は平成15年11月30日付及び平成18年１月31日付で株式１株につき５株の分割を行っております。そこ

で、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げる

と以下のとおりとなります。 

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

１株当たり純資産額(円) 5,436.15 3,092.23 5,535.17 11,503.26 51,592.35 

１株当たり配当額（円） 

（うち１株当たり中間配当

額） 

－  

(－) 

－  

(－) 

－  

(－) 

－  

(－) 

－  

(－) 

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失

（△）      (円) 

120.66 △2,567.38 2,284.44 5,223.12 4,273.64 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益(円) 
－  －  －  －  3,245.51 



２【沿革】 

（注）１．当社は平成18年４月１日付で商号をセレブリックス・ホールディングス株式会社に変更いたしました。 

   ２．当社は平成18年４月に茨城営業所を設置いたしました。 

   ３．当社は平成18年４月26日に株式会社国連社株式の議決権及び所有割合の35％を取得し、同社は持分法適用会社

となりました。 

   ４．当社は平成18年６月１日に株式会社イーヴァム・インターナショナルの株式の75％を取得し、同社は連結対象

子会社となりました。 

   ５．当社は平成18年６月29日に株式会社国連社株式の50.76％を追加取得し、所有割合が85.76％となりました。こ

れにより、同社は連結対象子会社となりました。 

年月 事項 

平成４年３月 三戸薫（当社代表取締役会長）が個人事業として創業。 

平成５年９月 埼玉県狭山市において、三戸薫が個人事業として行っていたコンサルティング事業を法人化し、

有限会社マネジメントシップを設立(資本金：3,000千円)。 

平成10年５月 東京都練馬区において、ブレインワークス株式会社を設立(資本金：10,000千円)。有限会社マネ

ジメントシップより営業譲渡を受ける。 

平成11年７月 東京都新宿区神楽坂に本店を移転。 

12月 有限会社エイミックスを子会社として設立（資本金：3,000千円）。 

平成12年３月 東京都千代田区三番町に本店を移転。 

平成13年７月 第三者割当増資により資本金が45,360千円になる。 

平成14年５月 株式会社シオンコーポレーションの株式を取得し、100％子会社化。 

８月 有限会社エイミックスの全持分を櫻井富美男（当社代表取締役社長）に譲渡。 

８月 第三者割当増資により資本金が48,660千円になる。 

９月 東京都新宿区西新宿七丁目に本店を移転。 

平成15年４月 当社100％子会社である株式会社シオンコーポレーションを吸収合併し、アウトソーシング事業

を開始。 

４月 イベントプロデュースサービスを開始。 

６月 神奈川県横浜市神奈川区に横浜営業所を新設。 

６月 神奈川県横浜市西区に横浜営業所を移転。 

７月 第三者割当増資により資本金が60,100千円になる。 

12月 第三者割当増資により資本金が70,500千円になる。 

平成16年１月 東京都新宿区西新宿二丁目（現在地）に本店を移転。 

９月 横浜営業所を廃止。 

10月 メディア事業部を設置。 

11月 代表取締役会長及び代表取締役社長の有償新株予約権行使により資本金が100,710千円になる。 

平成17年１月 横浜営業所を再設置。 

１月 商号を株式会社セレブリックスに変更。 

５月 有償一般募集増資により資本金が253,710千円になる。 

５月 大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場に上場。 

12月 第三者割当増資により資本金が608,810千円になる。 

12月 当社100％出資子会社セレブリックス・インベストメント株式会社を設立。           

平成18年１月 当社75％出資子会社エックス・ネット・サービス株式会社を設立。 

２月 当社100％出資子会社セレブリックス・ビジネス・ソリューション株式会社を設立。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、セレブリックス・ホールディングス株式会社（旧社名  株式会社  セレブリックス）及び子会社

３社により構成されており、「顧客収益向上のための最適な支援サービスを提供し続ける」ことを目的とし営業コン

サルティング並びに戦略的アウトソーシングを主たる業務としております。 

 当社グループの事業内容は次のとおりであります。 

［グループ事業系統図] 



(1）コンサルティング事業 

 営業・販売コンサルティングを中心に、人財採用・活用支援コンサルティング並びに「心の指数 ＥＱ

（Emotional Intelligence Quotient）」を使用した組織診断コンサルティングを主たる業務としております。 

① 営業・販売コンサルティング 

 営業・販売コンサルティングは当社グループの行うコンサルティングのうち、顧客企業の営業部門を対象とし

たものです。当該コンサルティングの特徴は「営業部門のマネジメント代行」にあります。「営業部門のマネジ

メント」とは①営業戦略の立案と収益目標の設定、②営業手法及び管理手法の確立、③営業部門の研修及び指

導、④営業成果の評価といった営業部門の一連の経営管理業務を指します。なお、これらの営業部門のマネジメ

ントの代行業を補完する業務として、顧客企業が扱う商品やサービスの顧客評価の調査や競合企業の調査を行う

市場調査業務、セミナー販売の支援等の業務も請負っております。 

② 人財採用・活用支援コンサルティング 

 人財採用・活用支援コンサルティングは、当社グループのコンサルティングのうち顧客企業の人事部門・採用

部門を対象としたものです。これらは当社グループのコア事業である営業・販売コンサルティングから派生した

ものであり、その目的は同じく顧客企業の収益拡大にあります。すなわち当社の人財活用・活用支援コンサルテ

ィングの特徴は顧客企業の収益拡大を実現する人財採用・活用を支援することにあります。 

③ 組織診断コンサルティング 

 組織診断コンサルティングは当社グループ企業であるセレブリックス・ビジネス・ソリューション株式会社が

行っており、部門や組織を構成する「人」を対象としたものです。これは、人が生来持つ感情にEQ理論でアプロ

ーチすることにより目標達成・戦略推進・顧客満足を実現し企業経営に貢献していくものであります。 

(2）アウトソーシング事業 

 短期・長期請負収益向上支援アウトソーシング、営業組織の一括業務請負アウトソーシング及びイベント・展示

会の企画・運営を主たる業務としております。 

① 短期・長期請負収益向上支援アウトソーシング 

 倉庫等長期請負業務だけではなくコンビニエンスストア、販売業、フリーペーパー配布、販売促進チラシ配

布、店頭支援、コンサート、飲食業、軽作業現場等顧客企業の収益向上支援のための急なニーズに即時に対応で

きる人材請負業務であります。 

② 営業組織の一括業務請負アウトソーシング 

 リクルート社求人広告代理店他、複数者の営業組織の一括請負業務を行っております。 

③ イベント・展示会企画・運営 

 ビジネス展示会・産業見本市の企画から運営、集客の代行まで一括で行うサービスであります。従来では、広

告宣伝の要素が強かったビジネス展示会・産業見本市の運営を、当社グループの営業・販売コンサルティングノ

ウハウを用いて、収益向上に直結するビジネス展示会・産業見本市の企画を立案し、イベント運営や集客代行、

出展企業の募集代行を行います。サービス提供領域としては、業界主催の総合展示会から、顧客企業単独で行う

プライベートイベントまで、大小様々なイベントに対応しております。 

(3）その他事業 

 エックス・ネット・サービス株式会社は株式会社エックスネットの商材である「XNETサービス」の販売・サポー

ト業を行っております。また、当社グループがコンサルティング又はアウトソーシングで支援している企業、もし

くは、事業シナジーがあるとみなされる企業への直接投資・インキュベーションは、主にセレブリックス・インベ

ストメント株式会社を通じて行っております。 



４【関係会社の状況】 

 (1）連結子会社 

 （注）特定子会社に該当しております。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（  ）外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（  ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員が前期末に比べ28名増加しておりますが、これは業容拡大によるものです。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

 セレブリックス・ 

インベストメント 

株式会社 

 東京都新宿区 30,000  投資事業 100 

 役員の兼任あり。 

 資金援助あり。 

  

 エックス・  

ネット・サービス 

株式会社  

（注） 

 東京都新宿区 100,000 
 「XNETサービス」

の販売及びサポート
75  役員の兼任あり。 

 セレブリックス・ 

ビジネス・ソリュー 

ション株式会社 

（注） 

 東京都新宿区 100,000 
 教育事業及びコン

サルティング事業 
100 

当社は同社の商品を

販売している。  

役員の兼任あり。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

 コンサルティング事業 27 (－) 

 アウトソーシング事業 29 (10) 

その他事業 3 (－) 

 全社 18 (－) 

合計 77 (10) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

70 （10） 31歳2ヶ月 1年9ヶ月 4,936,752 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)経営成績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、国内各企業の体質改善の成果が出つつあり、利益体質へと変化を遂げ

る企業が増えてきました。それを反映するかの様に、株式市場も活況を呈するようになり、日経平均株価も高値更

新する場面が多く見られました。景気は安定的な回復に入った期であったといえます。企業収益も改善に向かう

中、労働需給関係に変化が出てきています。失業率は大幅に改善され、正社員・非正社員雇用数が各社とも大幅に

伸びました。一部の職種では採用難度が上がり、採用コストの上昇を招いている状況になっています。特に新規学

卒者の採用においては完全な売り手市場へと変わりました。今後については金利の上昇が見込まれる中、不透明な

面もありますが、企業の収益体質の強化と、設備や人への堅調な投資が続き、更なる成長へのステージに入ること

で緩やかなインフレ傾向とともに所得の増加、個人消費の拡大も期待できる期であったといえます。 

このような状況下、当社グループでも既存事業部門売上・利益とも大幅な伸び率で業績を残すことができまし

た。全体的には、既存取引顧客の中の上位取引顧客の売上の拡大ができたこと、利益率の高い商品・サービスの拡

販へ注力したこと、前期から引続き行っている新規開拓社数が大幅に伸びたことが数字の押し上げにつながりまし

た。これも各社の強い投資意欲を受けた人材育成への投資、採用への投資、現場での人手不足感に漏れなく組織対

応できた結果においてもたらされたものであると考えております。 

その結果、当連結会計年度におきまして、売上高2,607,578千円（前事業年度と比較して55.5％増）、経常利益

207,824千円（前事業年度と比較して23.5％増）、当期純利益100,454千円（前事業年度と比較して13.6％増）を計

上する結果となりました。 

コンサルティング事業におきましては、大手顧客の関連企業への営業展開と、採用支援から獲得する新規顧客数

の拡大とその顧客への追加の営業コンサルティング提案に注力を行い、大きな成果をあげることができました。特

に大手企業においては、取引上位顧客に軒並み前年以上の取引をしていただき、大きく利益に貢献いたしました。

また、新規顧客数については、前年取引社数165社が今期は296社と飛躍的な伸びを記録いたしました。新卒者を大

量に配属し、固定費がかかりましたが、この社数の増加は来期以降につながる財産として大きな利益になって返っ

てくると思います。また、下期から各顧客企業の採用難易度があがり、募集してもなかなか集めにくいという状況

下、自社に向いた人材を選びたいというニーズが高まる一方、組織における離職率を低下させることが重要な課題

となってきました。この状況を対応すべく、アメリカで提唱されてきたEQ（Emotional Intelligence Quotient）理

論を研究し、日本の企業用にテスト開発した株式会社イー・キュー・ジャパンのEQI（行動特性検査）に着目いたし

ました。これは、業績を上げることに必要なモチベーションをマネジメントするに必要な項目を洗い出せる検査で

した。これを当社グループのコンサルティング事業に従来よりあったスキルノウハウと株式会社イー・キュー・ジ

ャパンの持つモチベーションアップノウハウを組み合わせればあらゆる企業の業績向上に応用できると判断し、こ

のEQIを専門的に扱う企業としてセレブリックス・ビジネス・ソリューション株式会社（資本金１億円）をコンサル

ティング事業の戦略的子会社として２月に設立いたしました。設立間もないですが、既にコンサルティングの採用

支援のメニューとして導入している企業も数社当連結会計年度中に出てきております。 

以上の活動を踏まえて、コンサルティング事業の売上高は1,044,230千円となりました。 

アウトソーシング事業におきましては、人材採用需要が逼迫しているサービス業領域への営業展開を強化して参

りました。特に、コンビニエンスストア短期請負はコンビニエンスストア各社の旺盛な店舗展開に比例し、店舗で

のアルバイトスタッフの採用難が続いております。その中でも採用難易度が最も高い東京の５エリア（新宿区・渋

谷区・港区・千代田区・中央区）に集中して営業を行うことでこのエリアのコンビニ店の約46％（東京23区内では

約24.4％）を顧客として取引窓口化できました。これにより、コンビニエンスストアの短期請負では、対前年

204.8％まで伸ばすことができました。同様に、街頭でのチラシ・フリーペーパー配布業務において積極的な営業活

動を行うことで新しい顧客の開拓が進みました。今までの請負先が、建築・倉庫業だったものが上記のような活動

の結果、当連結会計年度ではサービス業の請負業務がアウトソーシング事業の売上の約８割を占めるに至りまし

た。このことは売上の上昇だけではなく粗利率の改善、利益体質の強化に結びつきました。アウトソーシング事業

において営業利益率がアップしたことは、他のアウトソーシング企業に比べると特筆すべき業績といえると思いま

す。 

イベントプロデュースにつきましては当初はメディア事業、イベントプロデュース事業及びブログを使用したマ

ッチングサイト「求ログ」を運営するために単独でメディア事業部として立てておりましたが、平成17年10月から

はアウトソーシング事業本部の一グループとなりました。メディア事業部は、当初イベントプロデュースを行う目

的でスタートしましたが、企業が単独で行う「プライベートショー」の請負受注ニーズが多く、イベント規模も大

きかったこともあり人材提供のサービスも含めイベントの総合的なアウトソーシングとしての位置づけを取る方が

営業上有利であること、また、求人マッチングサイトの運営も大手求人サイトの寡占状況にあえて挑むよりも、自



社のアウトソーシングの人材確保メディアとして発展させた方が有益と経営判断したためであります。 

以上の活動を踏まえて、アウトソーシング事業の売上高は1,546,687千円となりました。 

そして、その他事業として当社グループの今まで培ってきた「収益向上支援のノウハウ」を活かし、更に多くの

企業へマネジメント・インテグレーション・サービスをワンストップで提供していくために、今まで持っていなか

ったサービスを持つことを担って２つの会社を設立いたしました。 

１つは、エックス・ネット・サービス株式会社です。経営の効率化のために避けて通れないIT導入。特に経理・

財務等の多くの中堅・中小企業では脆弱な分野においても、ユニークなサービスで金融業界で圧倒的な実績ある株

式会社エックスネット（東証4762）とジョイントベンチャーで設立いたしました。各企業の早い段階での成長ステ

ージにおいては、どうしてもコストセンター化してしまう経理・財務システム。しかし一方で、経営の効率化・安

定化のためには必要不可欠なものであることも事実であります。この課題を、コスト削減を図りながら、かつ中小

企業に実用的な仕組みのシステム提供を行うことで、企業の体質強化及びコスト削減の一挙両得のサービスも展開

することを狙います。 

もう１つは、セレブリックス・インベストメント株式会社です。企業の成長に必要不可欠な資本。この資本を特

に必要としている成長企業はたくさん存在しております。今までわれわれはこのような、資本が脆弱な成長企業に

対する支援を行うことが必要であるとは理解しておりましたが、敢えて参入いたしませんでした。その理由は、当

社グループが資本提供できる体力が十分ではなかったということと、大手企業への事業展開で社内リソースを充て

られず精一杯であったということです。しかし、本来はこの分野におけるインキュベーションを創業時から手がけ

たいという意欲はありました。そして、セレブリックス・ホールディングス株式会社となって、あらゆる企業への

収益向上支援を行う体制を構築するためには今まで欠けていたサービスを提供することが必要であると感じ、投資

事業への参入を決意し、この会社を設立いたしました。この会社の位置づけは、単純な純投資は行いません。あく

までも当社の持つコンサルティングノウハウやアウトソーシング手法を使って成長可能企業にその成長速度を速め

るための投資に主な業務を限定しております。よって、投資した何割かが当社グループのコンサルティング、アウ

トソーシング又は採用支援に使用されることが多々あることでしょう。企業の成長に唯一焦点を当てて、資本だけ

ではないグループ全体の効果・効用を享受することができる、これが他の企業との違いであります。 

以上の活動を踏まえて、その他事業の売上高は16,661千円となりました。 

第８期の当社グループの事業別の売上高は次のとおりであります。 

(注）前連結会計年度は連結財務諸表を作成していないため、前期比較についての記載は行っておりません。 

(2)キャッシュフロー 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は前事業年度末に比べ

643,278千円増加し1,016,116千円となりました。各キャッシュフローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果、減少した資金は92,054千円（前事業年度160,368千円増加）となり

ました。これは主に、売上の増加に伴う売掛債権が62,924千円減少及び営業投資有価証券が45,040千円減少した

ことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動の結果、減少した資金は312,783千円（前事業年度11,222千円減少)となりま

した。これは主に、投資有価証券の取得による支出299,942千円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果、増加した資金は1,048,115千円（前事業年度96,453千円増加）とな

りました。これは主に平成17年５月20日に大阪証券取引所ヘラクレス市場の上場に際して実施した募集及び平成

事業部門 売上高（千円） 構成比（％） 

コンサルティング事業 1,044,230 40.0 

アウトソーシング事業 1,546,687 59.3 

その他事業 16,661 0.7 

合計 2,607,578 100.0 



17年11月10日に取締役会で決議し平成17年12月９日に払込が完了した第三者割当増資による収入1,068,851千円

によるものです。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループはサービスの提供に当たり、製品の生産を行っていないため、当該記載を省略しております。 

(2）受注状況 

 当社グループは提供するサービスの性格上、長期継続受注と短期単発受注のものが混在しており、受注状況を正

確に把握することが困難であるため、当該記載を省略しております。 

(3）販売実績 

    （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

       ２．前連結会計年度は連結対象子会社がありませんでしたので、前年同期比はありません。 

       ３．当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。 

４．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 

コンサルティング事業 1,044,230 

アウトソーシング事業 1,546,687 

その他事業 16,661 

合計 2,607,578 

相手先 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 

 株式会社リクルート 412,314 15.8 



３【対処すべき課題】 

    当社グループでは継続的な成長を実現する為に中長期的な経営戦略を具体化し、企業価値を高めるとともに、

後述の「事業等のリスク」で挙げた様々なリスク要因の経営への影響を最小化すべく是正及び予防措置を講じてい

きます。 

    なお、当社が平成17年５月20日に大阪証券取引所ヘラクレス市場に上場して以来、当社の経営環境にも変化が

見られました。第７期(平成17年３月期）にて課題と捉えていた事柄で解消されているものもございましたのでそ

の進捗をご報告いたします。 

(1) 取引企業窓口の拡大と高利益商品販売へパワーシフト 

   ここ数年来実行して参りました新規顧客開拓は平成18年３月期において大きく花を開き、コンサルティング事業

の取引社数は平成17年３月期の２倍となり、その半数が新規取引でありました。新規取引をいただいたほとんどが

求人媒体等からの取引ではあるものの、ひとつひとつの取引を足がかりに自社独自開発商品であるコンサルテーシ

ョンを提供することにより収益力を高めてきました。今後におきましてもこの顧客サービスの流れを継続して顧客

の収益向上に貢献することが当社グループの永遠の課題と考えております。そして、更に顧客の現場から要望の高

い営業販売のマネジメントのできるマネージャーの常勤派遣ニーズに応えられるよう人員の確保に尽力して参りま

す。 

(2) アウトソーシング事業の利益体質強化   

   人材アウトソーシング業界におきましては、競争激化による受注単価の低下が続いておりますが、当社はこの競

争激化に備え、請負業種の変革に取り組んで参りました。その一環として取り組んできたサービスであるコンビニ

エンスストアに特化した人材請負、「コンビニスタッフプロモーション」の認知度が増し、この平成18年３月期に

は大幅な売上増の要因となりました。このコンビニエンスストア向けのサービスは更に認知度を増すことにより、

より多くの店舗への支援が可能となります。そのためにも更なる営業活動と人員の効率的な確保が課題であり、当

社はこの人員確保の方策の差別化を図って参ります。 

(3) 連結対象子会社の早期収益化 

   当社グループ会社であるエックス・ネット・サービス株式会社、セレブリックス・インベストメント株式会社及

びセレブリックス・ビジネス・ソリューション株式会社は平成18年３月期に設立した会社であります。新設してま

だ数ヶ月しか経過しておりませんので、親会社と比較した場合、収益性に乏しく資本も脆弱でありますが、人員の

増強並びに当社グループの強みでもある営業力を活かし、グループ内でのクロスセルの徹底により早期に収益化を

図りたいと考えております。 

(4) 連結対象子会社管理機能の強化 

   上記(3)にて記載している通り、新設した３社につきましては今後、収益性の向上に伴い売上高が増加し、相対

的に顧客数も増加すると見込まれております。現在、連結対象子会社の経理並びに財務につきましては親会社にて

一部業務を請負っておりますが、スピード経営が重視される昨今におきましては各会社にて管理部の設置を行う必

要がございます。ただ、個社の管理部の体制を整えるだけではなく、親会社と同レベルのガバナンスが効いたグル

ープ組織としての体制強化を図りたいと考えております。 

４【事業等のリスク】 

以下において、事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可

能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項について

も、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項については、投資者に対する情報開示の観点から以下

に記載しております。なお、当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した

場合の対応に努める所存です。 

 また、以下に記載した内容は本株式への投資に関連するリスクをすべて網羅するものではなく、将来に関する部分

の記載は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。 

(1）当社グループの事業内容について 

① 競合について 

 当社グループの事業と同等の特徴を有する具体的な競業企業は存在しないと考えておりますが、広くコンサル

ティング事業、アウトソーシング事業及びその他事業を捉えた場合には、それぞれの業界において競合する企業

が数多く存在します。これらの競合企業の中には、財務、人的資源及び営業面においてそれぞれの事業体より強

力であり、かつ高い資金調達力を有している企業もございます。 

 当社グループとしては、当社の強みである顧客企業の収益拡大を目的としたコンサルティング及びアウトソー

シングを更に強化するとともに、その他サービスラインの拡充によりグループによるワンストップサービスを目

指して参りたいと考えております。 



(2）当社グループの事業体制について 

① 会長及び社長への依存について 

 当社グループの経営は、セレブリックス・ホールディングス株式会社の代表取締役会長 三戸薫及び代表取締

役社長 櫻井富美男の営業力、コンサルティング力及び強力なリーダーシップに依存しております。当社グルー

プでは組織的経営力を強化するために、グループ体制並びに個社の組織体制を整備し、漸次権限委譲を進めてお

りますが、現状においては両者の存在は当社グループの経営に不可欠となっております。 

② 人材確保について 

 当社グループのコンサルティング事業においては、その業務の遂行に際して競合他社に対して優位性を保持す

るために、優秀で経験豊富なコンサルタントを社内外に確保することが不可欠です。また、アウトソーシング事

業におきましても、現場において即応力のある経験豊富なスタッフの登録数を確保することが必要です。 

当社グループとしては、事業規模拡大に応じて優秀なコンサルタント及びスタッフの確保に努めるとともに、

社内外の教育研修の継続的な強化を図ることにより質的水準の向上に努める所存ですが、人材確保が困難とな

り、あるいは人材の質的水準が低下する状況が生じた場合には、当社グループ競争優位性が薄れ、業績に影響を

及ぼす恐れがあります。 

③ 外部コンサルタントの利用について 

当社グループのコンサルティング事業については、社内コンサルタントが基幹業務の遂行にあたるとともに、

その業務の一部を外部コンサルタントに委託しております。外部コンサルタントの活用は、優秀なコンサルタン

ト人材の確保を容易にするとともに、コストが変動費化されることにより安定的な利益構造をつくりやすいメリ

ットがある反面、外部に対してノウハウその他の情報が流出する恐れがあります。 

 当社グループでは、情報漏洩を防ぐため、コンサルティングプロセスのモジュール化により外部コンサルタン

トごとにノウハウを分断しております。また、外部コンサルタントと個別に守秘義務契約を締結しており、義務

違反に対しては高いペナルティを設けております。万が一、当社の意図に反して契約違反によりノウハウ等が流

出した場合には、当社グループの競争力が低下する等、業績に影響を及ぼす恐れがあります。 

④ 個人情報について 

当社グループでは平成17年４月より施行の「個人情報保護法」の理念に従い、「個人情報保護方針」を定め、

これに基づき各部署において個人情報保護のために必要な諸施策を実施しております。 

コンサルティング事業においては、人財採用・活用支援コンサルティングおける人材情報の管理が重要となり

ます。人材情報につきましては、データベースに対してパスワード管理と社内規定に基づいたアクセス制限を行

うとともに、アクセスログの保存を行っております。 

アウトソーシング事業では、登録スタッフの属性を管理するため、社内端末より個人情報を入力し保存してお

ります。スタッフ個人情報の閲覧についてもコンサルティング事業の人材情報と同様、パスワード管理及び社内

規定に基づいたアクセス制限を行うとともに、アクセスログの保存を行っております。 

以上の諸施策にもかかわらず、万が一外部からの不正アクセス等、不測の事態により個人情報が外部に漏洩す

るような事態となった場合には、当社グループの信用に傷がつき、既存顧客の解約につながるとともに、新規顧

客開拓が困難となったり損害賠償による費用が発生する等、当社の業績に甚大な影響を及ぼす可能性がありま

す。 

⑤ 金融機関等からの借入に対する代表取締役、取締役及びその他関連事業者の保証について 

 当社には平成17年３月31日現在においては個人保証を受けている借入金及びリース債務がございましたが、平

成17年５月20日に大阪証券取引所ヘラクレス市場に上場したため、全ての借入金及び殆どのリース債務について

の個人保証はセレブリックス・ホールディングス株式会社一社に対する債務へと変更いたしました。平成18年３

月31日現在で残っている個人保証付のリース債務は以下のとおりであります。 

(3）当社を取り巻く法的規制について 

 当社の行う事業に適用のある労働者災害補償保険法、雇用保険法、労働者派遣事業の適正な運営及び派遣労働

者の就業条件の整備等に関する法律（以下「労働者派遣法」という。）、健康保険法及び厚生年金保険法その他

（平成18年３月31日現在） 債務残高 個人保証者 

三洋電機クレジット株式会社 6,789千円 三戸 薫、江川 利彦 

株式会社クレディセゾン 1,446千円 三戸 薫 



の関係法令が、労働市場を取り巻く社会情勢の変化等に応じて、当社の行う事業に影響を与える可能性がありま

す。 

① 派遣と請負について 

 業務請負業と人材派遣業の区分については、「労働者派遣業務と請負により行われる事業との区分に関する基

準」（昭和61年４月17日労働省告示第37号）により考え方が示されております。この基準をもとに請負による事

業であると判断した業務については顧客企業と業務請負契約を締結しております。当社はこの業務の遂行に当た

り、発生する労働災害について責任を負っております。なお、登録スタッフはすべて労働者災害補償保険法に基

づく労災保険に加入しており、万が一その業務に起因して死亡、もしくは負傷・疾病するという不測の事態が生

じた場合には、労災保険が適用されることになります。なお、当社では登録スタッフ保護の観点から、労災上積

保険として、任意傷害保険に加入しております。 

 また、当社では請負業務の遂行に当たり、発生する器物損害についても責任を負っております。そこで、当社

は不測の事態に備えて賠償責任保険に加入しております。 

 しかしながら、これらの保険でカバーされる範囲を超えて当社が労働契約上の安全配慮義務違反（民法415条

等）や不法行為責任（民法709条）等に基づく損害賠償義務を負う可能性があります。 

② 一般人材派遣業について 

 当社は労働者派遣法に基づく厚生労働大臣の「一般労働者派遣業」の許可を受けております。許可の概要は以

下のとおりであります。 

・ 許可番号   般13-080582 

・ 許可年月日  平成15年３月１日 

・ 有効期間   平成18年３月１日から平成23年２月28日 

 当連結会計年度末現在、労働者派遣法に基づく業務の売上規模は小さく、また労働者派遣法を厳正に遵守し業

務を遂行しておりますが、万が一抵触するような違反があれば許可の剥奪の可能性もありあます。 

③ 有料職業紹介事業について 

 当社は職業安定法に基づく厚生労働大臣の「有料職業紹介事業」の許可を受けております。許可の概要は以下

のとおりであります。 

・ 許可番号   般13-08-ユ-0473 

・ 許可年月日  平成12年11月１日 

・ 有効期間   平成15年11月１日から平成20年10月31日まで 

 当連結会計年度末現在、職業安定法に基づく有料職業紹介業は行っておりませんが、今後紹介業務を行う可能

性があります。その場合、職業安定法に基づく規制を受けることになります。 

④ 社会保険の加入等について 

 当社のアウトソーシング事業における登録スタッフについては、短期（２ヶ月以内）の業務請負に係る日雇契

約による雇用が中心となっております。２ヶ月以内の期間を定めて雇用契約を締結する場合には、法令上、社会

保険の適用から除外することが原則とされていることから、当社では２ヶ月を超える雇用契約を締結する場合に

ついて、従前より社会保険の加入を行って参りました。平成17年３月からは、関係法令等を厳格に解釈して社内

規程の改定を行い、２ヶ月を超える雇用契約を締結する場合のほか、日雇契約により雇用されたスタッフについ

ても結果的に２ヶ月を超えて引続き雇用することになった者については社会保険適用対象者と解釈し、社会保険

の加入を行う方針に変更いたしました。 

 平成18年４月末現在、当社に登録しているスタッフのうち上記による社会保険適用者は11名であり、この11名

全員が社会保険に加入しています。 

 なお、平成17年３月の社内規定改定以前におきましては、社内保険適用対象者の判断において厳格な法令解釈

を行っていなかったことから、当該機関を対象として担当官庁の調査が行われた場合には、何らかの指摘が行わ

れる可能性があります。仮に当社が社会保険適用対象外と判断した者に対して担当官庁が社会保険適用者との認

定を行った場合には、最大過去２年間遡及して該当者に対する社会保険料の支払が求められる可能性がありま

す。この場合において当該社会保険料の支払義務が確定した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）株式会社リクルート 販売代理契約 

 （注） 上記については代理店手数料として売上高の一定率を受け取っております。 

(2）株式会社リクルート 販売業務委託契約 

(3）株式会社エックスネット ＸＮＥＴサービス基本取引契約書 

(4）株式会社イー・キュー・ジャパン ライセンス契約書 

(5）株式会社イー・キュー・ジャパン 売買等契約書 

  

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間 

 セレブリック

ス・ホールディ

ングス㈱ 

㈱リクルート 

求人広告「リクナビ」等広告媒体

（「フロム・エー」「タウンワー

ク」を除く） 

販売代理許

諾契約 

平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで 

 平成18年４月１日から 

 平成19年３月31日まで 

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間 

 セレブリック

ス・ホールディ

ングス㈱ 

㈱リクルート 
求人広告「フロム・エー」「タウ

ンワーク」 

販売業務受

託契約 

平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで 

平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで 

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間 

エックス・ネッ

ト・サービス㈱ 

 ㈱エックス・ネ

ット 
 「ＸＮＥＴサービス」 

 譲渡不能、

かつ非独占

の再許諾販

売権 

 １年間 

 以後1年毎自動更新 

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間 

セレブリック

ス・ビジネス・

ソリューション

㈱ 

 ㈱イー・キュー・

ジャパン 

 「セールスＥＱプログラム」Ａ及

び「セールスＥＱプログラム」Ｂ 

ライセンス

商品等の販

売代理店契

約 

  

 平成18年２月20日から 

 平成23年２月19日まで 

  

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間 

セレブリック

ス・ビジネス・

ソリューション

㈱ 

 ㈱イー・キュー・

ジャパン 

 ＥＱＩ（行動特性検査）にかかる

検査問題冊子、回答用マークシー

ト 

 売買等の取

引に関する

条件 

  

 １年間 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積もり 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められた会計基準に基づき作成されており

ます。当社の連結財務諸表作成で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 連結財務諸表等 連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。この連結財務諸表の作成にあたっては、過去

の実績や状況に応じ合理的と考えられる様々な要因に基づき見積もり及び判断を行っておりますが、不確実性ある

いはリスクが内在しているため、将来生じる実際の結果と異なる可能性があります。 

(2)財政状態の分析 

 当連結会計年度における財政状態は、総資産1,855,067千円（前事業年度末712,406千円）となり、1,142,661千

円の増加となりました。株主資本につきましては1,395,494千円（前事業年度末230,352千円）となり、1,165,141

千円の増加となりました。また株主資本比率は75.2％（前事業年度末32.3％）となりました。 

（流動資産） 

 当連結会計年度における流動資産の残高は、1,431,159千円（前事業年度末640,232千円）となり、790,926千円

増加しました。主な原因は、現金及び預金の増加額643,278千円、売掛金の増加額63,153千円であります。 

 （固定資産） 

 当連結会計年度における固定資産の残高は、411,675千円（前事業年度末72,174千円）となり、339,501千円増加

しました。主な原因は、投資有価証券251,313千円の増加、差入保証金の増加26,827千円及び長期前払費用40,600

千円の増加等であります。 

（流動負債） 

 当連結会計年度における流動負債の残高は、407,805千円（前事業年度末380,469千円）となり、27,335千円増加

しました。主な原因は、新株予約権の増加額34,320千円、賞与引当金の増加額14,077千円及び買掛金の減少29,302

千円等であります。 

（固定負債） 

 当連結会計年度における固定負債の残高は28,465千円（前事業年度末101,584千円）となり、73,118千円減少し

ました。主な原因は、長期借入金の減少額72,936千円であります。 

（資本） 

 当連結会計年度における資本の残高は1,395,494千円（当事業年度末230,352千円）となり、1,165,141千円増加

しました。主な原因は、平成17年５月20日に大阪証券取引所ヘラクレス市場の上場に際して実施した募集及び平成

17年11月10日に取締役会で決議し平成17年12月９日に払込が完了した第三者割当増資による資本金の増加額

508,100千円及び資本準備金の増加額578,840千円であります。 



(3) 経営成績の分析 

 当連結会計年度における売上高は2,607,578千円（前事業年度1,676,375千円）、売上総利益は966,274千円（前

事業年度597,017千円）、営業利益は199,213千円（前事業年度153,108千円）、経常利益は207,824千円（前事業年

度168,234千円）、当期純利益は100,454千円（前事業年度88,427千円）となりました。 

（売上高） 

 当連結会計年度においては、既存顧客との深耕ができたこと並びに上場により知名度が増し新規開拓の順調な伸

びが数字の押し上げにつながりました。その結果、売上高は2,607,578千円（前事業年度1,676,375千円）となり、

931,203千円増加しました。内訳は、コンサルティング事業が1,044,230千円、アウトソーシング事業が1,546,687

千円、その他事業が16,661千円となっております。 

（売上原価・売上総利益） 

 売上原価は1,641,304千円（前事業年度1,079,357千円）と、売上高の増加に伴い561,946千円増加しました。こ

の結果、売上総利益は966,274千円（前事業年度597,017千円）となり、369,257千円増加し売上総利益率は37.1％

となりました。 

（販売費及び一般管理費・営業利益） 

 販売費及び一般管理費は767,061千円（前事業年度443,909千円）と、323,151千円増加しました。主な要因とし

ては、従業員の増加による人件費の増加が挙げられます。この結果、営業利益は199,213千円（前事業年度153,108

千円）を確保し、売上高営業利益率は7.6％となりました。 

（営業外損益・経常利益） 

 営業外損益は、営業外収益が28,549千円（前事業年度21,337千円）で7,211千円の増加、営業外費用が19,938千

円（前事業年度6,211千円）で13,726千円の増加となりました。営業外収益が増加した主な要因は、当社の求人広

告掲載によるマージン収入の増加によるものです。また営業外費用の増加は投資事業組合への支払手数料によるも

のです。以上の結果、経常利益は207,824千円（前事業年度168,234千円）となり、売上高経常利益率は8.0％とな

りました。 

（当期純利益） 

 特別損益では、特別損失として上場準備費用11,529千円を計上しております。法人税、住民税及び事業税等

110,415千円及び法人税等調整額△13,044千円を計上した結果、当期純利益は100,454千円（前事業年度88,427千

円）となり、売上高当期純利益率は3.9％となりました。 

 なお、事業別の分析は、「第２ 事業の状況 １業績等の概要 (1）経営成績」の項目をご参照下さい。 

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

（キャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前事業年度末に比べ643,278千円増加

し1,016,116千円となりました。 

   営業活動によるキャッシュ・フローは92,054千円の減少（前事業年度は160,368千円の増加）となりました。こ

れは主に税金等調整前当期純利益196,127千円の計上に加え営業投資有価証券が45,040千円増加したこと、たな卸

資産が21,396千円増加したこと、並びに売上債権が62,924千円増加したことによるものであります。 

   投資活動によるキャッシュ・フローは312,783千円の減少（前事業年度は11,222千円の減少）となりました。こ

れは主に投資有価証券の取得による支出299,942千円によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは1,048,115千円の増加（前事業年度は96,453千円の増加）となりました。

これは主に平成17年５月20日に大阪証券取引所ヘラクレス市場に上場したこと及び平成17年11月10日に取締役会

で決議し平成17年12月９日に払込が完了した第三者割当増資により、1,068,851千円の株式発行によるものであり

ます。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループの設備投資の総額は12,187千円であり、主なものはＷｅｂサイト構築費用です。なお、当連結会計年

度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．本社は賃借しております。なお、上記建物の内訳は、主として造作等であります。 

３．従業員数は就業人員であります。臨時雇用者数は（ ）外数で記載しております。 

(2）国内子会社 

        国内子会社における主要な設備はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 （注）金額には消費税等を含めておりません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 
帳簿価額（千円） 

従業員数 
（人） 

建物 器具備品 ソフトウェア 合計 

本社 

（東京都新宿区） 

 全社統括

事業他 

パーテーション

等・パソコン及び

Ｗｅｂサイト構築 

10,065 4,334 14,107 28,506 64(10) 

営業所 

（神奈川県横浜市） 

 アウトソ

ーシング事

業 

通信機器 378 206 － 585 6(－） 

合計   － 10,443 4,540 14,107 29,091 70（10） 

会社名事業所

名 
所在地 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方

法 

着手及び完了予定年月 

総額 

(千円) 

既支払額 

(千円) 
着手 完了 

 当社本社 
 東京都新宿

区 

 アウトソー

シング事業部 

 システム開

発 
10,000 1,200  自己資金 

平成17年 

 12月 

平成18年 

 ６月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使に

より発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。 

① 平成16年３月15日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の行使の条件 

 ・ 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において会社の取締役又

は従業員のいずれかの地位を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限り新株

予約権を行使することができる。但し、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この

限りではない。 

 ・ 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができる。 

 ・ その他の条件は株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」に定めるところによる。 

 ・ 新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場もしくは店頭登録された場合に限り、新株予約権を行

使することができる。 

   ２．新株予約権の消去及び譲渡制限 

 ・ 当社は、新株予約権者又はその相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予

約権を無償で消去することができる。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 98,100 

計 98,100 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 27,175 27,175 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 27,175 27,175 － － 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 1,440個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 7,200株 同左 

新株予約権の発行価額 無償 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 10,400円   同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月13日から 

平成26年４月12日まで 

同左 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  10,400円 

資本組入額  5,200円 

同左 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 



 ・ 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は、当社が完

全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合は、新

株予約権を無償で消却することができる。 

 ・ 新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

② 平成16年５月１日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の行使の条件 

 ・ 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において会社の取締役又

は従業員のいずれかの地位を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限り新株

予約権を行使することができる。但し、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この

限りではない。 

 ・ 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができる。 

 ・ その他の条件は株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」に定めるところによる。 

 ・ 新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場もしくは店頭登録された場合に限り、新株予約権を行

使することができる。 

   ２．新株予約権の消去及び譲渡制限 

 ・ 当社は、新株予約権者又はその相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予

約権を無償で消去することができる。 

 ・ 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は、当社が完

全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合は、新

株予約権を無償で消却することができる。 

 ・ 新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 60個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 300株 同左 

新株予約権の発行価額 無償 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 10,400円   同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年５月２日から 

平成26年４月12日まで 

同左 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  10,400円 

資本組入額  5,200円 

同左 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 



 旧商法第280条ノ20の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。 

① 平成17年11月10日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権の行使の条件 

・ 新株予約権を割当られた者が当社の取締役、監査役又は従業員の場合は、権利行使時においても、当社又

は当社関係会社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを条件とする。但し、当社取締役会が認めた

場合はこの限りではない。 

・ 新株予約権の行使にあたっては、一部行使はできないものとする。 

・ 新株予約権の質入、その他処分を行った場合は権利行使を認めない。また相続が発生した場合は権利行使

はできないものとする。 

・ 権利行使請求日の前日の当社株式終値（当該日が取引や終値のない場合はその前取引日）が金310,000円

以上であれば権利行使することができるものとする。但し、当該価額は、株式分割、株式併合等株価の調整

が生じる場合は、それに応じて調整されるものとする。 

２．新株予約権の消却及び譲渡制限 

・ 当社はいつでも新株予約権を発行価額相当額で取得し、これを消去することができる。また、新株予約権

の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 1,100個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 5,500株 同左 

新株予約権の発行価額 １個につき31,200円   同左 

新株予約権の行使時の払込金額  296,100円   同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月１日から 

平成22年３月31日まで 

同左 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   302,340円 

資本組入額  151,170円 

同左 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償第三者割当増資      

発行価格          130,000円 

資本組入額         130,000円 

割当先  三戸薫、櫻井富美男、三戸満枝、有限会社マネジメントシップ 他６名 

２．有償第三者割当増資       

発行価格          200,000円 

資本組入額         100,000円 

割当先  内田信也、伊藤勝成、高橋二郎、田中覚 他４名 

３．有償第三者割当増資       

発行価格          260,000円 

資本組入額         260,000円 

割当先  三戸薫、櫻井富美男、江川利彦、伊藤勝成 他４名 

４．株式分割 

１株を５株に分割しております。 

５．有償第三者割当増資        

発行価格           52,000円 

資本組入額          52,000円 

割当先  有限会社エイミックス、有限会社マネジメントシップ、江川利彦、伊藤勝成 他21名 

６．新株予約権の権利行使      

発行価格           57,000円 

資本組入額          28,500円 

７．有償一般募集増資（ブックビルディング方式） 

発行価格          460,000円 

資本組入額         170,000円 

８．有償第三者割当増資        

発行価格          1,340,000円 

資本組入額         670,000円 

割当先  株式会社アポロ・インベストメント、アンビシャス11号投資事業組合 他３名 

９．株式分割    

  １株を５株に分割しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年７月３日 

（注）１ 
272 472 35,360 45,360 － － 

平成14年８月28日 

（注）２ 
33 505 3,300 48,660 3,300 3,300 

平成15年７月12日 

（注）３ 
44 549 11,440 60,100 － 3,300 

平成15年11月30日 

（注）４ 
2,196 2,745 － 60,100 － 3,300 

平成15年12月27日 

（注）５ 
200 2,945 10,400 70,500 － 3,300 

平成16年11月18日 

（注）６ 
1,060 4,005 30,210 100,710 30,210 33,510 

平成17年５月19日 

（注）７ 
900 4,905 153,000 253,710 223,740 257,250 

平成17年12月９日 

（注）８ 
530 5,435 355,100 608,810 355,100 612,350 

平成18年１月31日 

（注）９ 
21,740 27,175 － 608,810 － 612,350 



(4）【所有者別状況】 

(5）【大株主の状況】 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 5 6 33 12 2 1,609 1,667 － 

所有株式数

（株） 
－ 1,508 242 4,619 1,730 4 19,072 27,175 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 5.5 0.9 17.0 6.4 0.0 70.2 100.0 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

三戸 薫 東京都杉並区 6,200 22.82  

櫻井 富美男 神奈川県茅ヶ崎市 3,700 13.62  

㈲マネジメントシップ 東京都杉並区上井草4-9-11 1,825 6.72  

大阪証券金融㈱ 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 1,065 3.92  

三戸 満枝 東京都杉並区 875 3.22  

㈱アポロ・インベストメント 大阪府大阪市中央区瓦町1-6-10 750 2.76  

㈲エイミックス 神奈川県茅ヶ崎市今宿396 700 2.58  

コアパシフィックヤマイチ 

インターナショナルホンコン 

リミテッドアカウントクライア

ント（常任代理人）香港上海銀

行東京支店 

36/F,COSCO TOWER GRAND MILLENNIUM 

PLAZA 183 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONGKONG 

（東京都中央区日本橋3-11-1） 

510 1.88  

クレディ・スイス・ファース

ト・ボストン・セキュリティー

ズ・ジャパン・リミテッド 

東京都港区六本木1-6-1 泉ガーデンタワー 453 1.67  

セレブリックス社員持株会 東京都新宿区西新宿2-6-1 377 1.39  

計 － 16,455 60.55  



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

 自己株式はありません。 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の

規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。当該新株予約権の内容は以下のとおりでありま

す。 

（平成16年３月15日臨時株主総会決議） 

 （注） 事業年度末現在及び提出日の前月末現在の株数については「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

（平成16年５月１日臨時株主総会決議） 

 （注） 事業年度末現在及び提出日の前月末現在の株数については「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,175 27,175 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 27,175 － － 

総株主の議決権 － 27,175 － 

決議年月日 平成16年３月15日 

付与対象者の区分及び人数 取締役４名、従業員４名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成16年５月１日 

付与対象者の区分及び人数 従業員１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

（注）平成17年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、取締役会の決議をもって

市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しておりますが、株式公開後の事業規模の拡大及び経

営基盤の確立のために内部留保の充実に努めてまいりましたので、設立以来、配当は行っておりません。今後も永続

的な利益成長を目指すために継続して戦略的なＭ＆Ａ並びに人材への投資を行い、事業拡大による投資と内部留保の

バランスを考えながら配当を実施していく方針であります。 

４【株価の推移】 

（1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は大阪証券取引所におけるものであります。 

なお、平成17年５月20日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項

はありません。 

（2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は大阪証券取引所におけるものであります。 

なお、平成17年５月20日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

２．平成18年１月31日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。□印は、株式分割による権利

落後の最高・最低株価を示しております。 

  平成18年6月28日現在 

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 － － － 

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － － － － 
4,000,000 

□ 774,000 

最低（円） － － － － 
1,220,000 

□ 258,000 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 1,780,000 2,120,000 
2,240,000 

□ 774,000 
719,000 496,000 443,000 

最低（円） 1,300,000 1,670,000 
2,060,000 

□ 488,000 
459,000 258,000 274,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（株） 

代表取締役会

長 

最高経営責任者

（ＣＥＯ） 
三戸 薫 昭和35年６月14日生 

昭和59年４月 株式会社リクルート入社 

昭和64年１月 株式会社ジェック入社 

平成５年９月 有限会社マネジメントシップ設

立、取締役に就任（現任） 

平成10年５月 当社設立、代表取締役社長に就任 

平成12年４月 当社代表取締役会長兼最高経営責

任者（ＣＥＯ）に就任（現任） 

平成18年４月 株式会社国連社代表取締役に就任 

6,200 

代表取締役社

長 

最高執行責任者

（ＣＯＯ） 
櫻井 富美男 昭和36年６月22日生 

昭和59年４月 株式会社リクルート入社 

平成４年９月 リードエグジビション・ジャパン

株式会社入社 

平成６年４月 株式会社横浜リクルート入社 

平成11年５月 当社代表取締役副社長に就任 

平成11年12月 有限会社エイミックス取締役に就

任（現任） 

平成12年４月 当社代表取締役社長兼最高執行責

任者（ＣＯＯ）に就任（現任） 

平成18年６月 株式会社国連社代表取締役に就任

（現任） 

3,700 

取締役 

最高財務責任者

（ＣＦＯ）兼経

営管理部長 

江川 利彦 昭和39年４月11日生 

昭和62年４月 株式会社リクルートフロムエー入

社 

平成12年12月 株式会社シオンコーポレーション

入社、取締役に就任 

平成14年８月 同社代表取締役に就任 

平成15年４月 当社取締役兼執行役員に就任 

平成15年７月 当社取締役最高財務責任者（ＣＦ

Ｏ）兼経営管理部長に就任（現

任） 

325 

取締役 
コンサルティン

グ事業本部長 
伊藤 勝成 昭和43年２月13日生 

平成５年４月 株式会社リクルートフロムエー入

社 

平成12年７月 当社入社 

平成15年４月 当社取締役（現任）コンサルティ

ング事業部長に就任 

平成17年10月 当社コンサルティング事業本部長

に就任（現任） 

325 

取締役 
アウトソーシン

グ事業本部長 
高橋 二郎 昭和40年４月29日生 

昭和61年10月 株式会社リクルートフロムエー入

社 

平成13年２月 当社入社 

平成15年４月 当社執行役員兼アウトソーシング

事業部長に就任 

平成16年４月 当社取締役に就任（現任） 

平成17年10月 当社アウトソーシング事業本部長

に就任（現任） 

240 

取締役 経営戦略部長 鈴木 信 昭和35年10月３日生 

昭和59年４月 株式会社リクルート入社 

平成11年８月 有限会社ライフデザイン研究所設

立、取締役に就任 

平成16年５月 当社入社 総務・人事グループマ

ネージャーに就任 

平成16年11月 当社取締役に就任（現任） 

平成17年７月 当社経営戦略部長に就任（現任） 

平成18年１月 エックス・ネット・サービス株式

会社代表取締役に就任（現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（株） 

常勤監査役 － 山田 由之 昭和17年４月24日生 

昭和38年５月 グリコ共同乳業株式会社入社 

昭和52年８月 株式会社工苑入社 

昭和59年２月 同社取締役管理部長に就任 

平成16年11月 当社監査役に就任（現任） 

－ 

監査役 － 上杉 利一 昭和42年３月15日生 

平成２年４月 三共生興株式会社入社 

平成５年10月 菅野浩会計事務所入所 

平成12年２月 田中宏志税理士事務所入所 

平成15年９月 当社監査役に就任（現任） 

15 

監査役 － 住田 昌弘 昭和27年１月19日生 

昭和54年４月 東京弁護士会に弁護士登録 

平成５年11月 住田・竹岡法律事務所（現センチ

ュリー法律事務所）設立（現任） 

平成10年４月 日本弁護士連合会常任理事 

平成12年１月 株式会社整理回収機構顧問 

平成12年４月 同社常務取締役に就任 

平成14年９月 同社常務執行役員に就任 

平成16年11月 当社監査役に就任（現任） 

－ 

    計 10,805



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）企業統治（コーポレート・ガバナンス）に関する基本的な考え方 

 当社は今期を通じて謳ってきたとおり、企業統治とは、会社の意思決定機関である取締役会の活性化、経営陣に

対する監視、不正を防止する仕組みであると考えております。当社は取締役会を経営戦略の意思決定機関とし、業

務執行については執行会により情報の共有化及び効率性の向上を推進しております。また、監査役は社外から選任

しチェック機能の強化に取り組んでおります。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 ① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

  当社は、監査役制度採用会社であり、監査役が３名おります。社外監査役として明確に選任しておりません

が、監査役３名は社外からの人材となっております。なお、委員会等設置会社等ガバナンス強化のための制度移

行の是非につきましては、今後も重要な経営課題として継続検討して参ります。 

(ⅰ）会社の機関の内容 

   ◆取締役会 

    取締役会は平成18年３月末現在１名の社外取締役と６名の取締役及び３名の監査役からなり、業務執行に

関する重要事項を審議し決議しております。原則として毎月１回定期に開催し、必要に応じて臨時取締役会

を開催しており、社長が議長を務めております。平成18年１月26日開催の臨時株主総会にて社外取締役を１

名選任しており、社外より選任している監査役３名と合計して４名体制で経営を監督する機能として常勤監

査役を中心に体制の強化・向上を図って参りました。今後においても、幅広く社外より選任し、社会的責任

に対処する方針であります。 

 なお、社外取締役でありました平山は平成18年６月28日をもって一身上の都合により退任しております。 



  ◆監査役 

    監査役は３名で、その内１名を常勤監査役としております。この常勤監査役を中心に体制の強化・監査の

向上を図っており、会計監査人との連携についても情報交換、意見交換を適宜必要に応じて行っておりま

す。 

   ◆グループ執行会 

    グループ執行会は平成18年３月末現在４名の事業部を統括している取締役、関連会社の取締役６名（うち

３名は親会社の取締役又はマネージャーと兼務）及び各事業部のマネージャー６名から構成され、経営の状

況説明、経営計画に係わる事項の審議並びに各部門の重要な執行案件について審議しております。また、グ

ループ執行会に提出された議案のうち重要かつ必要なものは取締役会に上程され、その審議を受けておりま

す。また、取締役会で決議された事項についても関係会社の取締役及びマネージャーに周知される情報共有

の場としての機能もあります。 

(ⅱ）内部統制システムの整備の状況 

 内部統制システムにつきましては現在、日本版SOX法の施行が予見されているため早期に内部統制システム

のフレームワークの確認並びにモニタリングの有効性を検証しております。今後は、関連部門責任者から構成

されるプロジェクトチームを新設し適正かつ実効性の高い内部統制システムの構築と運用推進に取り組んで参

ります。 

(ⅲ）リスク管理体制の整備及び状況 

 当社はグループ執行会にて事業・業務執行に伴うリスクについて関連情報の収集、予兆の早期発見、早期対

応を検討しクライシスマネジメントとして危険発生時の迅速かつ的確な施策の実施を行えるようにしておりま

す。なお、グループ執行会メンバーであるマネージャーはグループ執行会で審議された内容について、現場レ

ベルでのリスク管理の徹底を担っております。 

(ⅳ）内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

 社長直属組織である経営企画室が社内の内部監査を行っております。現状、内部監査は専任１名を擁してお

り、定期的に会計監査並びに業務監査を含む通常監査を行うほか、当社代表取締役社長の特命により特命監査

を不定期で行っております。また、当社は監査役制度を採用しており、現在の監査役は３名で社外からの人材

を登用しております。 

 監査役と会計監査人との連携につきましては、監査役は会計監査人と緊密な連携を保ち、会計監査人の監査

計画の聴取や監査結果の報告を受けるだけではなく、期中においても必要な情報交換、意見交換を常勤監査役

を中心に行っております。なお、会計監査については中央青山監査法人が行っており、業務を執行した公認会

計士は笹本憲一、鈴木聡であります。当社の監査業務に係わる補助者は公認会計士４名、会計士補５名であり

ます。 



 ② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

  当社は平成18年１月26日の臨時株主総会にて平山達大を社外取締役として選任いたしました。当社と平山が代

表取締役を務めるファースト・パートナーズ・グループ株式会社との間での取引は以下のとおりであります。 

   顧問報酬・・・1,500千円（社外取締役として選任されて以降の取引総額） 

  なお、ファースト・パートナーズ・グループ株式会社は当社が平成17年11月10日に発行いたしました新株予約

権を100個保有しております。 

 （注）平山は平成18年６月28日をもって一身上の都合により社外取締役を退任しております。 

 ③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

  当社は平成17年５月20日に大阪証券取引所ヘラクレス市場に上場して以来、正確な財務数値及び適切な開示の

強化を図ってきました。重要事項を適時開示することはもとより、機関投資家への訪問及び自社ホームページに

よる情報開示等のIR活動を積極的に実施いたしました。 

(3）役員報酬の内容 

 平成18年３月期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに監査法人に対する監査報酬は以下の

とおりであります。 

(4）監査報酬の内容 

  公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   8,500千円 

役員報酬  

 取締役に支払った報酬 107,400千円 

 監査役に支払った報酬 9,600千円 

 計 117,000千円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 但し、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、

前連結会計年度との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４

月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  1,016,616

２．売掛金  298,103

３．たな卸資産  22,857

４．営業投資有価証券  45,040

５．繰延税金資産  27,658

６．その他  22,156

貸倒引当金  △1,273

流動資産合計  1,431,159 77.1

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物  17,205

減価償却累計額  △6,761 10,443

(2）その他  9,269

減価償却累計額  △4,278 4,991

有形固定資産合計  15,435 0.8

２．無形固定資産  

(1）ソフトウェア  14,107

(2）その他  3,777

無形固定資産合計  17,885 1.0

 



   
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  251,313

(2）繰延税金資産  15,870

(3）その他  112,220

貸倒引当金  △1,048

投資その他の資産合計  378,355 20.4

固定資産合計  411,675 22.2

Ⅲ 繰延資産  12,232 0.7

資産合計  1,855,067 100.0 

   

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．買掛金  50,600

２．１年以内返済長期借入金  67,996

３．未払金等  126,863

４．未払法人税等  78,126

５．賞与引当金  30,710

６．その他  53,508

流動負債合計  407,805 22.0

 



   
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債  

１．長期借入金  28,344

２．その他  121

固定負債合計  28,465 1.5

負債合計  436,270 23.5

   

（少数株主持分）  

少数株主持分  23,302 1.3

   

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 ※１  608,810

Ⅱ 資本剰余金  612,350

Ⅲ 利益剰余金  196,587

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △22,252

 資本合計  1,395,494 75.2

 負債、少数株主持分及び資本 
合計            

 1,855,067 100.0 

   



②【連結損益計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  2,607,578 100.0 

Ⅱ 売上原価  1,641,304 62.9

売上総利益  966,274 37.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※１ 767,061 29.5

営業利益   199,213 7.6

   

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  1

２．投資有価証券売却益  3,893

３．受取手数料  4,200

４．安全協力会費  9,309

５．自社広告手数料収入  8,080

６．その他  3,063 28,549 1.1

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  3,808

２．新株発行費  7,819

３．支払手数料  7,613

４．その他  697 19,938 0.7

経常利益  207,824 8.0

Ⅵ 特別損失  

１．上場準備費用  11,529

２．固定資産除却損  ※２ 167 11,696 0.5

   

税金等調整前当期純利
益 

 196,127 7.5

法人税、住民税及び事
業税 

 110,415

法人税等調整額  △13,044 97,370 3.7

少数株主損失  1,697 0.1

当期純利益  100,454 3.9

   



③【連結剰余金計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  33,510

Ⅱ 資本剰余金増加高  

  増資による新株の発行  578,840 578,840

Ⅲ 資本剰余金期末残高  612,350

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  96,132

Ⅱ 利益剰余金増加高  

  当期純利益  100,454 100,454

Ⅲ 利益剰余金期末残高  196,587

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純利
益 

 196,127

減価償却費  8,090

貸倒引当金の減少額  △71

賞与引当金増加額  14,077

無形固定資産除却損   167

投資有価証券売却益  △3,893

受取利息及び受取配当
金 

 △1

支払利息  3,808

売上債権の増加額  △62,924

たな卸資産の増加額  △21,396

営業投資有価証券の増加
額 

 △45,040

差入保証金の増加額  △26,827

仕入債務の減少額  △29,302

未払金等の増加額  18,789

未払消費税等の増加額  7,737

その他  △33,205

小計  26,136

利息及び配当金の受取
額 

 1

利息の支払額  △4,285

法人税等の支払額  △113,908

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △92,054

 



   
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △18,251

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △9,592

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △299,942

投資有価証券の売却に
よる収入 

 15,003

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △312,783

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △80,056

少数株主からの払込に
よる収入 

 25,000

新株予約権の発行によ
る収入 

 34,320

株式の発行による収入  1,068,851

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 1,048,115

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額 

 643,278

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 372,838

Ⅵ 現金及び現金同等物期末
残高 

※１  1,016,116

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  （1）連結子会社の数 ３社 

   主要な連結子会社の名称 

     セレブリックス・インベストメント㈱ 

     エックス・ネット・サービス㈱ 

     セレブリックス・ビジネス・ソリュー

ション㈱ 

  上記のセレブリックス・インベストメン

ト㈱、エックス・ネット・サービス㈱、セ

レブリックス・ビジネスソリューション㈱

の３社については、当連結会計年度におい

て新たに設立したことにより当連結会計年

度より連結の範囲に含めることといたしま

した。 

２．持分法の適用に関する事項 ──────        

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項  

（１) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

イ．有価証券 

 （イ）その他有価証券(営業投資有価証券

を含む）  

 ①時価のあるもの 

   期末日の市場価格等に基づく時価

法であります。また、評価差額は全

部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しており

ます。 

 ②時価のないもの 

   移動平均法に基づく原価法であり

ます。 

 ロ．デリバティブ 

  時価法  

 ハ．たな卸資産 

 （イ）商品 

    移動平均法による原価法 

  (ロ) 仕掛品 

    個別法による原価法 

  (ハ) 貯蔵品 

      最終仕入原価法    

（２) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法  

イ．有形固定資産 

    定率法を採用しております。但し、

建物(建物付属設備を除く)については

定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

   建物       ３～25年 

   器具備品     ４～８年  

ロ．無形固定資産 

     定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づいております。  

 



項目 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 ハ．繰延資産 

   新株発行費 

 ３年で均等償却をしております。

（追加情報） 

  新株発行費は従来支出時の費用として

おりましたが、当下期における企業再

生事業進出並びに子会社設立に併せ実

施した第三者割当増資の効果は、その

事業の特性上長期の期間に渡り収益を

獲得することになることが考慮され、

また、その金額の重要性も増してきて

いることから、その費用と収益の対応

を図り適正な期間損益を計算するため

３年間で均等償却する方法に変更して

おります。 

   創立費 

 ５年で均等償却をしております。 

（３) 重要な引当金の計上基

準  

イ．貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるた

め、主として一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。  

ロ．賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与等の支

出に充てるため、支給対象期間に対す

る支払見積額を計上しております。 

（４）収益及び費用の計上基

準   

イ．コンサルティング売上 

   コンサルティング売上については、

契約期間の経過に伴い契約上収受すべ

き金額を収益として計上しておりま

す。  

（５）重要なリース取引の処理

方法  

    リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 



項目 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（６）重要なヘッジ会計の方法 イ．ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、金利スワップについて特例処理の

条件を充たしている場合には特例処理を

採用しております。 

  

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当連結会計年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとお

りであります。 

ヘッジ手段 

     金利スワップ 

    ヘッジ対象 

     借入金 

  

ハ．ヘッジ方針 

 主に当社の内規である「デリバティブ

取引に関する取扱」に基づき、金利変動

リスクをヘッジしております。 

  

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略しており

ます。 

  

（７）その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

イ．消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

  

ロ．役員報酬の売上原価算入 

 役員報酬に関しましては、当社のコン

サルティングサービスの提供という事業

の性質及び役員の一部がコンサルタント

という実態を反映して役員報酬の一部を

売上原価に算入しております。 

  

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

６．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 



追加情報 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度において、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響はありませ

ん。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 ※１．当社の発行済株式総数は、普通株式27,175株であ

ります。 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

 役員報酬 107,737千円 

 給与手当 211,152千円 

 地代家賃 66,084千円 

 減価償却費 5,703千円 

 支払報酬 46,283千円 

 賞与引当金繰入額 26,632千円 

 旅費交通費 38,059千円 

 ※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  ソフトウェア            167千円 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,016,616千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 △500千円

現金及び現金同等物 1,016,116千円



（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 6,342 2,178 4,163 

ソフトウェア 13,212 7,053 6,159 

合計 19,555 9,231 10,323 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内      5,300千円

１年超      5,363千円

合計       10,664千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料      4,797千円

減価償却費相当額      4,425千円

支払利息相当額    440千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容  

 種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

投資有価証券に属

するもの 
      

(1）株式 288,832 251,313 △37,519 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 288,832 251,313 △37,519 

合計 288,832 251,313 △37,519 

 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）  

売却額（千円）  
売却益の合計額   
（千円）  

売却損の合計額   
（千円）  

   営業投資有価証券に属するもの 15,695 7,283 － 

投資有価証券に属するもの 15,003 3,893 － 

合計 30,698 11,176 － 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

 その他有価証券   

 営業投資有価証券に属するもの   

非上場株式  45,040 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

 当社グループは金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象

から除いております。 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（１）取引の内容 

    利用しているデリバティブ取引は、金利スワッ

プ取引であります。 

（２）取引に対する取組方針 

    デリバティブ取引は、将来の金利の変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。 

（３）取引の利用目的 

    デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利

市場における利率上昇による変動リスクを回避す

る目的で利用しております。 

    なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計

を行っております。 

①ヘッジ会計の方法 

    繰越ヘッジ処理を採用しております。また、金

利スワップについて特例処理の条件を充たしてい

る場合には特例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ

対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。 

    ヘッジ手段 

     金利スワップ 

    ヘッジ対象 

     借入金 

③ヘッジ方法 

    主に当社の内規である「デリバティブ取引に関

する取扱」に基づき、金利変動リスクをヘッジし

ております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

    特例処理によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。 

（４）取引に係るリスクの内容 

    金利スワップ取引は市場金利の変動によるリス

クを有しております。 

    なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に

限定しているため信用リスクはほとんどないと認

識しております。 

（５）取引に係るリスク管理体制 

    デリバティブ取引の執行・管理については、主

に当社の内規である「デリバティブ取引に関する

取扱」に基づき経営管理部が取締役会に承認を得

て行っております。 



（退職給付関係） 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループは、退職給付制度を利用していないため、該当事項はありません。 

（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（千円） 

繰延税金資産（流動） 

賞与引当金損金算入限度超過額 12,428 

繰越欠損金 7,120 

未払事業税 6,787 

未払事業所税 1,023 

その他 298 

計 27,658 

繰延税金資産（固定） 

その他有価証券評価差額金 15,266 

貸倒引当金繰入限度超過額 426 

その他 177 

計 15,870 

繰延税金資産の合計 43,529 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

（％） 

法定実効税率 40.69 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.48 

住民税均等割 2.38 

留保金課税 3.47 

その他 △0.38 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.64 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

      事業はサービス及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２. 各区分に属する主要なサービス 

３. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は246,693千円であり、その主なもの

  は当社の総務・人事並びに財務・経理等の管理部門に係わる費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は1,220,621千円であり、その主なものは当社での余資 

  運転資金（現預金）であります。  

５. 資本的支出には長期前払費用が含まれております。 

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当連結事業年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありませ

ん。 

【海外売上高】 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  
コンサルテ 
ィング事業 
（千円） 

アウトソー
シング事業 
（千円） 

 その他事
業 
 （千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 1,044,230 1,546,687 16,661 2,607,578 － 2,607,578 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
3,483 － － 3,483 △3,483 － 

計 1,047,713 1,546,687 16,661 2,611,062 △3,483 2,607,578 

営業費用 730,194 1,408,240 23,236 2,161,672 246,693 2,408,365 

営業利益（又は営業損失） 317,518 138,446 △6,575 449,390 △250,176 199,213 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産 252,955 225,339 156,150 634,445 1,220,621 1,855,067 

減価償却費 1,411 4,704 14 6,130 1,959 8,090 

資本的支出 42,256 10,920 237 53,414 1,971 55,386 

事業区分 主要製品 

 コンサルティング事業 
 営業・販売コンサルティング、人財採用・活用支援コンサルティング及び組織

診断コンサルティング等 

 アウトソーシング事業 
 短期・長期請負収益向上支援アウトソーシング、営業組織の一括業務請負アウ

トソーシング及びイベントプロデュース等 

 その他事業 
 アプリケーション・アウトソーシング事業（「XNETサービス」の販売及びサポ

ート事業）、投資・インキュベーション事業等 



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

   役員及び個人主要株主等 

 （注） １．上記取引金額には消費税等が含まれておりません。 

 ２．三戸満枝は当社代表取締役会長三戸薫の配偶者であります。 

 ３．ファースト・パートナーズ・グループ株式会社は当社取締役の平山達大が議決権の過半数を所有しており

ます。 

 ４．取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社はリース債務に対して取締役三戸薫及び取締役江川利彦より債務保証を受けております。なお、保証

料は支払っておりません。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者 

三戸 薫 ― ― 

当社代表

取締役会

長 

(被所有) 

直接22 
― ― 

有償新株予

約権引受け 
5,616 新株予約権 5,616 

リース債務

に対する被

保証 

（注）４ 

7,553 ― ― 

三戸 満枝 ― ― 
当社従業

員 

(被所有) 

直接３ 
― ― 

有償新株予

約権引受け 

（注）２ 

1,092 新株予約権 1,092 

櫻井富美男 ― ― 

当社代表

取締役社

長 

(被所有) 

直接13 
― ― 

有償新株予

約権引受け 
3,432 新株予約権 3,432 

江川 利彦 ― ― 
当社 

取締役 

(被所有) 

直接 1 
― ― 

有償新株予

約権引受け 
1,560 新株予約権 1,560 

リース債務

に対する被

保証 

（注）４ 

290 ― ― 

伊藤 勝成 ― ― 
当社 

取締役 

(被所有) 

直接１ 
― ― 

有償新株予

約権引受け 
1,560 新株予約権 1,560 

高橋 二郎 ― ― 
当社 

取締役 

(被所有) 

直接0.8 
― ― 

有償新株予

約権引受け 
1,560 新株予約権 1,560 

鈴木 信 ― ― 
当社 

取締役 
なし ― ― 

有償新株予

約権引受け 
1,560 新株予約権 1,560 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等 

ファース

ト・パート

ナーズ・グ

ループ株式

会社 

東京都 

港区 
27,000 

公開企業

への財務

戦略支援

及びベン

チャー企

業株式公

開・立上

げ支援等 

なし 兼任１名

財務・経

営戦略に

関する顧

問 

顧問報酬 

（注）３ 
1,500 ― ― 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

    ２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、当社は平成17年５月20日付で大阪証券取引所

ヘラクレス市場に上場しているため、非上場期間である期首(平成17年４月１日）から前日（平成17年５月19

日）までの平均株価は、新規上場日から当連結会計年度末までの平均株価を適用しております。 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額        51,352.15円

１株当たり当期純利益金額          4,012.88円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
         3,047.49円

 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 100,454 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 100,454 

期中平均株式数（株） 25,033 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － 

普通株式増加数（株） 7,930 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後1株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ 



（重要な後発事象） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 １． 平成18年４月10日開催の当社取締役会において、セブンシーズホー

ルディングス株式会社（東証２部 コード3750）の子会社である株式

会社国連社株式の議決権及び所有割合の35％をセブンシーズホールデ

ィングス株式会社より譲受けることを決議し、平成18年４月26日に当

該株式の譲受が完了し、同社との資本業務提携を契機とした協業体制

が整いました。 

    また、平成18年６月23日開催の当社取締役会において、株式会社国

連社の株式をセブンシーズホールディングス株式会社及び株式会社国

連社取締役弦本透氏より取得し、子会社化することを決議し、平成18

年６月29日に当該株式の譲受が完了いたしました。 

    当社代表取締役社長櫻井富美男及び当社代表取締役会長三戸薫は、

それぞれ株式会社国連社の代表取締役及び取締役となりました。 

 （1） 目的 

 当社は「顧客企業の収益向上を実現する」営業販売マネジメント

代行を主としたコンサルティング、アウトソーシング事業を行って

参りました。平成18年４月１日より事業持株会社体制を確立し、持

ち前の営業販売のマネジメント力、支援力により企業再生・インキ

ュベーション事業へもその活用範囲を拡げております。 

    株式会社国連社のセールスプロモーション事業を当社グループに

機能として追加することにより、創業以来提唱しております「顧客

企業の収益向上実現」サービスをより強固にすることが可能となり

ます。また加えて当社自身の主要顧客企業グループと国連社の主要

顧客企業グループが重複することもプラス効果が期待でき、顧客企

業からの要望を一手に引き受け、「収益向上サービス」をワンスト

ップで提供することができるようになり、グループ企業価値増大に

大きく寄与すると考えております。 

 （2） 取得した株式の会社の名称及び事業内容（平成18年３月31日時

点）  

 （3）  取得した株式の数並びに取得価額及び取得後の所有割合  

 平成18年４月10日開催取締役会決議に基づく株式取得 

 平成18年６月23日開催取締役会決議に基づく株式取得 

 ①名称 株式会社国連社 

 ②住所 東京都港区芝二丁目31番15号 

 ③代表者の氏名 代表取締役 弦本 透 

 ④資本金の額  80,000千円 

 ⑤事業の内容 総合広告代理店業  

 ①取得株式数 6,580,000株 

 ②取得価額 １株につき50円 

 ③取得後の所有割合 35.0％ 

 ①取得株式数 9,543,125株 

 ②取得価額 １株につき10円 

 ③取得後の所有割合 85.76％ 

 



当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 ２． 平成18年５月25日開催の当社取締役会において、株式会社イーヴァ

ム・インターナショナル（以下「イーヴァム社」といいます）株式の

議決権及び所有割合の75％をイーヴァム社の代表取締役佐山氏並びに

その他株主より譲り受ける基本合意を当社及びイーヴァム社にて下記

のとおり締結いたしました。 

 （1） 目的 

 当社は、平成18年４月１日より、事業持株会社体制を確立し、

「セレブリックス・ホールディングス株式会社」をスタートさせ、

持ち前の営業マネジメント力、支援力を活用支援することにより、

企業業績の更なる向上・成長が見込まれる企業に対して、その株

式・保有を行う等Ｍ＆Ａ手法を機動的に駆使しながら、連結企業価

値の飛躍的向上を図って参ります。今回はその一環として、イーヴ

ァム社の株式取得を行うことを決定いたしました。 

 （2） 取得した株式の会社の名称及び事業内容  

 （3） 取得した株式の数並びに取得価額及び取得後の所有割合  

 ①名称 株式会社イーヴァム・インターナショ

ナル 

 ②住所 東京都港区元麻布３丁目４番23号 

 ③代表者の氏名 代表取締役 佐山 重三 

 ④資本金の額  10,000千円（平成18年５月25日現在）

 ⑤事業の内容 イベント・プロモーションや販売促進

全般に関する業務並びに業態開発等市

場開発の全般に係わる企画開発 

 ①取得株式数 150株 

 ②取得価額 １株につき1,056,000円 

 ③取得後の所有割合 75.0％ 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 75,116 67,996 2.93 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 101,280 28,344 3.00 平成19年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 176,396 96,340 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 28,344 － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第７期 

（平成17年３月31日） 
第８期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   373,338   891,444  

２．売掛金   234,950   296,339  

３．仕掛品   489   2,276  

４．貯蔵品   970   653  

５．前払費用   16,972   10,190  

６．未収入金   141   7,634  

７．繰延税金資産   14,484   19,969  

８．関係会社短期貸付金   －   25,000  

９．その他   －   666  

貸倒引当金   △1,115   △1,387  

流動資産合計   640,232 89.9  1,252,787 68.1 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

（1）建物  13,876   17,205   

減価償却累計額  2,282 11,593  △6,761 10,443  

（2）器具備品  6,308   8,794   

減価償却累計額  3,053 3,255  △4,253 4,540  

有形固定資産合計   14,849 2.1  14,984 0.8 

 



  
第７期 

（平成17年３月31日） 
第８期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産        

（1）商標権   －   187  

（2）ソフトウエア   10,283   14,107  

（3）その他   2,564   3,590  

無形固定資産合計   12,847 1.8  17,885 1.0 

３．投資その他の資産        

（1）投資有価証券   －   251,313  

（2) 関係会社株式   －   205,000  

（3）破産更生債権等   1,277   1,048  

（4）長期前払費用   68   419  

（5）繰延税金資産   733   15,870  

 (6) 差入保証金   43,675   70,502  

  貸倒引当金   △1,277   △1,048  

投資その他の資産合計   44,477 6.2  543,105 29.5 

固定資産合計   72,174 10.1  575,975 31.3 

Ⅲ 繰延資産        

１．新株発行費   －   10,268  

繰延資産合計   － －  10,268 0.6 

資産合計   712,406 100.0  1,839,031 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 ※２  79,903   53,253  

２．1年以内返済長期借入金   75,116   67,996  

３．未払金   90,501   97,040  

４．未払費用   12,485   7,971  

５．未払法人税等   80,119   76,888  

６．未払消費税等   21,115   30,287  

７．前受金   351   4,216  

８．預り金   4,191   6,965  

９．賞与引当金   16,633   29,582  

10.新株予約権   －   34,320  

11．その他   52   22  

流動負債合計   380,469 53.4  408,543 22.2 

 



  
第７期 

（平成17年３月31日） 
第８期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   101,280   28,344  

２．その他   304   121  

固定負債合計   101,584 14.3  28,465 1.6 

負債合計   482,053 67.7  437,009 23.8 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  100,710 14.1  608,810 33.1 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  33,510   612,350   

資本剰余金合計   33,510 4.7  612,350 33.3 

Ⅲ 利益剰余金        

１．当期未処分利益  96,132   203,114   

利益剰余金合計   96,132 13.5  203,114 11.0 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

  － －  △22,252 △1.2 

資本合計   230,352 32.3  1,402,022 76.2 

負債・資本合計   712,406 100.0  1,839,031 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第７期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   1,676,375 100.0  2,597,307 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,079,357 64.4  1,640,452 63.2 

売上総利益   597,017 35.6  956,854 36.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  443,909 26.5  745,021 28.6 

営業利益   153,108 9.1  211,833 8.2 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  1   66   

２．受取配当金  8   －   

３．受取手数料  －   4,200   

４．保険解約受取金  9,864   －   

５．安全協力会費  5,758   9,309   

６．自社広告手数料収入  2,914   8,080   

７．投資有価証券売却益  －   3,893   

８．その他  2,790 21,337 1.3 5,163 30,713 1.2 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  5,618   3,808   

２．新株発行費   564   7,819   

３. 貸倒引当金繰入額  －   107   

４．支払手数料  －   7,613   

５．その他  28 6,211 0.4 697 20,045 0.8 

経常利益   168,234 10.0  222,500 8.6 

Ⅵ 特別利益        

１．賞与引当金戻入益  5,134 5,134 0.3 － － － 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 412   167   

２．上場準備費用  8,018   11,529   

３．社名変更費用  2,993 11,425 0.6 － 11,696 0.5 

税引前当期純利益   161,943 9.7  210,804 8.1 

法人税、住民税及び事
業税 

 75,916   109,176   

法人税等調整額  △2,400 73,516 4.4 △5,354 103,821 4.0 

当期純利益   88,427 5.3  106,982 4.1 

前期繰越利益   7,705   96,132  

当期未処分利益   96,132   203,114  

        



売上原価明細書 

 （脚注） 

  
第７期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 仕入高   116,788 10.8  293,243 17.9 

Ⅱ 労務費 ※２  575,596 53.3  718,103 43.9 

Ⅲ 外注費   187,236 17.4  218,419 13.3 

Ⅳ 経費        

１．旅費交通費  50,234   57,777   

２．採用教育費  15,401   34,765   

３．展示会費  103,350   184,296   

４．その他  30,676 199,663 18.5 130,262 407,102 24.9 

当期総業務費用   1,079,285 100.0  1,636,869 100.0 

期首仕掛品たな卸高   561   489  

合計   1,079,846   1,637,358  

期末仕掛品たな卸高   489   2,276  

売上原価   1,079,357   1,635,082  

第７期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １ 原価計算の方法は実際原価による個別原価計算を
採用しております。 

 １          同左 

※２ 賞与引当金繰入額 3,440千円 ※２ 賞与引当金繰入額 4,061千円

──────  ３ その他に投資事業売上原価5,296千円があります。 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
第７期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益  161,943 

減価償却費  3,172 

貸倒引当金の増減額  1,703 

賞与引当金の増減額  △2,008 

固定資産除却損  412 

受取利息及び受取配当金  △9 

支払利息  5,618 

売上債権の増加額  △85,269 

たな卸資産の増加額  △98 

保証金等の増加額  △9,463 

仕入債務の増加額  31,694 

未払金等の増加額  47,154 

未払消費税等の増加額  5,934 

その他  4,360 

小計  165,144 

利息及び配当金の受取額  9 

利息の支払額  △4,403 

法人税等の支払額  △381 

営業活動によるキャッシュ・フロー  160,368 

 



  
第７期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

   定期預金の預入による支出  △500 

有形固定資産の取得による支出  △237 

無形固定資産の取得による支出  △10,684 

その他  200 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △11,222 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額  △66,680 

長期借入れによる収入  180,000 

長期借入金の返済による支出  △77,287 

新株予約権の発行による収入  5,300 

株式の発行による収入  55,120 

財務活動によるキャッシュ・フロー  96,453 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  245,598 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  127,239 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 372,838 

   



④【利益処分計算書】 

 
第７期 

（株主総会承認日 
平成17年６月28日） 

第８期 
（株主総会承認日 
平成18年６月28日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  96,132  203,114 

Ⅱ 次期繰越利益  96,132  203,114 

     



重要な会計方針 

項目 
第７期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

────── 

  

(1) 子会社株式 

   移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券（営業投資有価証券

を含む） 

   時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法                

（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定) 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ  

    時価法 

デリバティブ  

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 仕掛品 

 個別法による原価法 

(1) 仕掛品 

同左 

 (2) 貯蔵品 

 最終仕入原価法 

(2) 貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。但し、

建物（建物附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物        ３～25年 

器具備品      ４～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
第７期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

(1）新株発行費 

  ３年で均等償却をしております。

（会計処理方法の変更） 

  新株発行費は従来支出時の費用とし

ておりましたが、当下期における企業

再生事業進出並びに子会社設立に併せ

実施した第三者割当増資の効果は、そ

の事業の特性上長期の期間に渡り収益

を獲得することになることが考慮さ

れ、また、その金額の重要性も増して

きていることから、その費用と収益の

対応を図り適正な期間損益を計算する

ため３年間で均等償却する方法に変更

しております。この方法により、従来

の方法に比べ経常利益及び税引前当期

純利益は10,268千円多く計上されてお

ります。 

 なお、企業再生事業への進出並びに

子会社設立は当下期に実施しているこ

とからこの変更は下期に行っており、

当中間期は従来の基準によっておりま

す。したがって、当中間期は変更後の

方法によった場合と比較して、経常利

益及び税引前中間純利益は2,237千円少

なく計上されております。       

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与等の支

出に充てるため、支給対象期間に対す

る支払見積額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

７．収益及び費用の計上基準 (1）コンサルティング売上 

 コンサルティング売上については、

契約期間の経過に伴い契約上収受すべ

き金額を収益として計上しておりま

す。 

(1）コンサルティング売上 

同左 

８．リース取引の処理方法    リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

 



項目 
第７期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。また、金利スワップについて特例

処理の条件を充たしている場合には特

例処理を採用しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとお

りであります。 

ヘッジ手段 

     金利スワップ 

    ヘッジ対象 

     借入金 

(3）ヘッジ方針 

 主に当社の内規である「デリバティ

ブ取引に関する取扱」に基づき、金利

変動リスクをヘッジしております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略して

おります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

  

  

(3）ヘッジ方針 

同左 

  

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

────── 

11．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

 (2）役員報酬の売上原価算入 

 役員報酬に関しましては、当社のコ

ンサルティングサービスの提供という

事業の性質及び役員の一部がコンサル

タントという実態を反映して役員報酬

の一部を売上原価に算入しておりま

す。 

(2）役員報酬の売上原価算入 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響はありま

せん。 



表示方法の変更 

追加情報 

第７期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（損益計算書） 

 前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示

しておりました「自社広告手数料収入」は、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度における「自社広告手数料収入」の

金額は1,011千円であります。 

────── 

第７期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（外形標準課税制度の導入について） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告書第12号）に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が4,205千円増加し営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ4,205

千円減少しております。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

第７期 
（平成17年３月31日） 

第８期 
（平成18年３月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 11,780株

発行済株式総数 普通株式 4,005株

※２ 関係会社項目 

    関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

授権株式数 普通株式  98,100株

発行済株式総数 普通株式 27,175株

流動負債 買掛金 2,843千円

第７期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費に関する費用おおよその割合は1.87％、一

般管理費に関する費用おおよその割合は98.13％であ

ります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費に関する費用おおよその割合は 1.67 ％、

一般管理費に関する費用おおよその割合は 98.33％

であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 77,525千円

給与手当 110,249千円

地代家賃 38,331千円

減価償却費 2,354千円

貸倒引当金繰入額 1,703千円

賞与引当金繰入額 13,192千円

役員報酬   107,737千円

給与手当        203,843千円

地代家賃   63,284千円

減価償却費   5,679千円

支払報酬   45,632千円

賞与引当金繰入額 25,520千円

旅費交通費 37,562千円

※２．固定資産除却損はソフトウェア412千円でありま

す。 

※２．固定資産除却損はソフトウェア167千円でありま

す。 

第７期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 373,338千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 △500千円

現金及び現金同等物 372,838千円



（リース取引関係） 

第７期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 4,996 2,039 2,957 

ソフトウェア 13,212 3,542 9,670 

合計 18,209 5,582 12,627 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 6,342 2,178 4,163 

ソフトウェア 13,212 7,053 6,159 

合計 19,555 9,231 10,323 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,508千円

１年超 8,407千円

合計 12,915千円

１年内      5,300千円

１年超      5,363千円

合計       10,664千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 3,865千円

減価償却費相当額 3,563千円

支払利息相当額 463千円

支払リース料     4,797千円

減価償却費相当額      4,425千円

支払利息相当額    440千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

第７期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

第８期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（デリバティブ取引関係） 

第７期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。 

（退職給付関係） 

第７期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は、退職給付制度を利用していないため、該当事項はありません。 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

第７期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

第７期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（千円） 

繰延税金資産（流動） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（千円） 

繰延税金資産（流動） 

賞与引当金損金算入限度超過額 6,735 

一括償却資産損金算入限度超過額 312 

リース費用否認 70 

未払事業税 6,573 

未払事業所税 791 

計 14,484 

賞与引当金損金算入限度超過額 11,954 

一括償却資産損金算入限度超過額 223 

リース費用否認 74 

未払事業税 6,692 

未払事業所税 1,023 

計 19,969 

繰延税金資産（固定） 繰延税金資産（固定） 

一括償却資産 96 

リース費用否認 118 

貸倒引当金繰入限度超過額 519 

計 733 

一括償却資産 127 

リース費用否認 49 

貸倒引当金繰入限度超過額 426 

その他有価証券評価差額金 15,266 

計 15,870 

繰延税金資産の合計 15,217 繰延税金資産の合計 35,839 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

（％） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

（％） 

法定実効税率 40.69 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.26 

住民税均等割 0.46 

留保金課税 4.52 

情報通信機器特別控除 △1.20 

その他 △0.33 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.39 

法定実効税率 40.69 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.22 

住民税均等割 2.17 

留保金課税 3.23 

その他 △0.06 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.25 



【関連当事者との取引】 

第７期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．当社は銀行借入に対して取締役三戸薫、取締役櫻井富美男、及び三戸正浩より債務保証を受けております。

なお、保証料は支払っておりません。 

２．当社はリース債務に対して取締役三戸薫、取締役櫻井富美男及び取締役江川利彦より債務保証を受けており

ます。取引金額には消費税等が含まれておりません。なお、保証料は支払っておりません。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者 

三戸 薫 ― ― 

当社代表

取締役会

長 

(被所有) 

直接35 
― ― 

当社銀行借

入に対する

被保証 

（注１） 

176,396 ― ― 

リース債務

に対する被

保証 

（注２） 

35,975 ― ― 

櫻井富美男 ― ― 

当社代表

取締役社

長 

(被所有) 

直接20 
― ― 

当社銀行借

入に対する

被保証 

（注１） 

31,396 ― ― 

リース債務

に対する被

保証 

（注２） 

810 ― ― 

江川 利彦 ― ― 
当社 

取締役 

(被所有) 

直接 1 
― ― 

リース債務

に対する被

保証 

（注２） 

779 ― ― 

三戸 正浩 ― ― 
三戸薫の

父 
なし ― ― 

当社銀行借

入に対する

被保証 

（注１） 

8,060 ― ― 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 ２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、当社は平成17年５月20日付で大阪証券取引所ヘ

ラクレス市場に上場しているため、非上場期間である期首(平成17年４月１日）から前日（平成17年５月19

日）までの平均株価は、新規上場日から当事業年度末までの平均株価を適用しております。 

第７期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 57,516.32円

１株当たり当期純利益金額 26,115.61円

１株当たり純資産額          51,592.35円

１株当たり当期純利益金額          4,273.64円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
         3,245.51円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権を発行しておりますが、当社株式は

非上場かつ非登録のため、期中平均株価が把握できませ

んので、記載しておりません。 

 当社は平成18年１月31日付で株式１株につき５株の株

式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額          11,503.26円

１株当たり当期純利益金額         5,223.12円

 
第７期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 88,427 106,982 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 88,427 106,982 

期中平均株式数（株） 3,386 25,033 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） － 7,930 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

第２回新株予約権（新株予約権

の数1,440個）、第３回新株予約

権（新株予約権の数60個） 

 なお、第２回新株予約権及び

第３回新株予約権の概要は「第

４提出会社の状況、１株式等の

状況、（2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりでありま

す。 

────── 



（重要な後発事象） 

第７期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 平成17年４月20日及び平成17年４月27日開催の取締

役会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、

平成17年５月19日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成17年５月19日付で資本金は253,710千

円、発行済株式総数は4,905株となっております。 

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング方式

による募集) 

② 発行する株式の種類及

び数 

：普通株式     900株 

③ 発行価格 ：１株につき 460,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額 ：１株につき 418,600円 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払

込金として受取った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受

人の手取金となります。 

⑤ 発行価額 ：１株につき  340,000円 

(資本組入額 170,000円) 

⑥ 発行価額の総額 ：    306,000千円 

⑦ 払込金額の総額 ：    376,740千円 

⑧ 資本組入額の総額 ：    153,000千円 

⑨ 払込期日 ：平成17年５月19日 

⑩ 配当起算日 ：平成17年４月１日 

⑪ 資金の使途 ：システム投資、Ｍ＆Ａ及び

運転資金等 

 １． 平成18年４月10日開催の当社取締役会において、セ

ブンシーズホールディングス株式会社（東証２部 コ

ード3750）の子会社である株式会社国連社株式の議決

権及び所有割合の35％をセブンシーズホールディング

ス株式会社より譲受けることを決議し、平成18年４月

26日に当該株式の譲受が完了し、同社との資本業務提

携を契機とした協業体制が整いました。 

    また、平成18年６月23日開催の当社取締役会におい

て、株式会社国連社の株式をセブンシーズホールディ

ングス株式会社及び株式会社国連社取締役弦本透氏よ

り取得し、子会社化することを決議し、平成18年６月

29日に当該株式の譲受が完了いたしました。 

    当社代表取締役社長櫻井富美男及び当社代表取締役

会長三戸薫は、それぞれ株式会社国連社の代表取締役

及び取締役となりました。 

 （1） 目的 

 当社は「顧客企業の収益向上を実現する」営業販

売マネジメント代行を主としたコンサルティング、

アウトソーシング事業を行って参りました。平成18

年４月１日より事業持株会社体制を確立し、持ち前

の営業販売のマネジメント力、支援力により企業再

生・インキュベーション事業へもその活用範囲を拡

げております。 

    株式会社国連社のセールスプロモーション事業を

当社グループに機能として追加することにより、創

業以来提唱しております「顧客企業の収益向上実

現」サービスをより強固にすることが可能となりま

す。また加えて当社自身の主要顧客企業グループと

株式会社国連社の主要顧客企業グループが重複する

こともプラス効果が期待でき、顧客企業からの要望

を一手に引き受け、「収益向上サービス」をワンス

トップで提供することができるようになり、グルー

プ企業価値増大に大きく寄与すると考えておりま

す。 

 （2）取得した株式の会社の名称及び事業内容（平成18年

３月31日時点）  

 ①名称 株式会社国連社 

 ②住所 東京都港区芝二丁目31番15号 

 ③代表者の氏名 代表取締役 弦本 透 

 ④資本金の額   80,000千円 

 ⑤事業の内容 総合広告代理店業  

 



第７期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （3）取得した株式の数並びに取得価額及び取得後の所有

割合  

 平成18年４月10日開催取締役会決議に基づく 

株式取得 

 平成18年６月23日開催取締役会決議に基づく 

株式取得 

 ①取得株式数 6,580,000株 

 ②取得価額 １株につき50円 

 ③取得後の所有割合 35.0％ 

 ①取得株式数 9,543,125株 

 ②取得価額 １株につき10円 

 ③取得後の所有割合 85.76％ 

  ２． 平成18年５月25日開催の当社取締役会において、株

式会社イーヴァム・インターナショナル（以下「イー

ヴァム社」といいます）株式の議決権及び所有割合の

75％をイーヴァム社の代表取締役佐山氏並びにその他

株主より譲り受ける基本合意を当社及びイーヴァム社

にて下記のとおり締結いたしました。 

 （1） 目的 

 当社は、平成18年４月１日より、事業持株会社体

制を確立し、「セレブリックス・ホールディングス

株式会社」をスタートさせ、持ち前の営業マネジメ

ント力、支援力を活用支援することにより、企業業

績の更なる向上・成長が見込まれる企業に対して、

その株式・保有を行う等Ｍ＆Ａ手法を機動的に駆使

しながら、連結企業価値の飛躍的向上を図って参り

ます。今回はその一環として、イーヴァム社の株式

取得を行うことを決定いたしました。 

  （2） 取得した株式の会社の名称及び事業内容  

 （3） 取得した株式の数並びに取得価額及び取得後の所

有割合  

 ①名称 株式会社イーヴァム・インターナ

ショナル 

 ②住所 東京都港区元麻布３丁目４番23号 

 ③代表者の氏名 代表取締役 佐山 重三 

 ④資本金の額  10,000千円 

  （平成18年５月25日現在） 

 ⑤事業の内容 イベント・プロモーションや販売

促進全般に関する業務並びに業態

開発等市場開発の全般に係わる企

画開発 

 ①取得株式数 150株 

 ②取得価額 １株につき1,056,000円 

 ③取得後の所有割合 75.0％ 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

     ソフトウェア  Webサイト構築     5,600千円 

【資本金等明細表】 

 （注） 資本金、株式払込剰余金及び発行済株式の増加は次のとおりであります。 

   １．平成17年５月19日を払込期日とする有償一般募集増資により、発行済株式総数900株、資本金が153,000千円増

加し、資本準備金が223,740千円増加しております。 

   ２．平成17年12月９日を払込期日とする有償第三者割当増資により、発行済株式総数が530株、資本金及び資本準

備金がそれぞれ355,100千円増加しております。 

   ３．平成17年11月17日の取締役会決議により、平成18年１月31日付で普通株式１株を５株に分割しております。こ

    銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上

額 
（百万円） 

 投資有価証券  その他有価証券 
 ㈱オーエー・システム・プラザ 185,000 41,255 

 ㈱エックスネット 827 210,058 

  185,827 251,313 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産        

建物 13,876 3,328 － 17,205 6,761 4,479 10,443 

器具備品 6,308 2,485 － 8,794 4,253 1,200 4,540 

有形固定資産計 20,185 5,814 － 25,999 11,014 5,679 14,984 

無形固定資産        

ソフトウェア 11,104 5,897 420 16,582 2,474 1,905 14,107 

商標権 － 225 － 225 37 37 187 

その他 2,564 1,470 － 4,034 444 444 3,590 

無形固定資産計 13,668 7,592 420 20,841 2,955 2,386 17,885 

長期前払費用 68 379 28 419 － － － 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 100,710 508,100 － 608,810 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (4,005) (23,170) － (27,175) 

普通株式 （千円） 100,710 508,100 － 608,810 

計 （株） (4,005) (23,170) － (27,175) 

計 （千円） 100,710 508,100 － 608,810 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （千円） 33,510 578,840 － 612,350 

計 （千円） 33,510 578,840 － 612,350 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） － － － － 

計 （千円） － － － － 



れにより発行株式総数は21,740株増加しております。 

【引当金明細表】 

（注）賞与引当金の当期減少額（その他）は洗替による減少であります。また賞与引当金には賞与に対する法定福利費を

含んでおります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 2,392 42 － － 2,435 

賞与引当金 16,633 29,582 － 16,633 29,582 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

③ 仕掛品 

区分 金額（千円） 

現金 3,515 

預金  

普通預金 887,428 

定期預金 500 

小計 887,928 

合計 891,444 

相手先 金額（千円） 

㈱リクルート 53,836 

㈱イー・キュー・ジャパン 27,825 

㈱ジェイエスビー東京 17,308 

ＮＴＴラーニングシステムズ㈱西日本事業部九州営業

所 
12,627 

日本通運㈱東京支店 11,968 

その他 172,774 

合計 296,339 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

234,950 2,719,714 2,658,325 296,339 90.0 35.6 

品目 金額（千円） 

第４回フランチャイズフォーラム 2,000 

ボーダフォン代理店大会 145 

その他 130 

合計 2,276 



④ 貯蔵品 

⑤ 関係会社株式 

⑥ 買掛金 

⑦ 未払金 

(3）【その他】 

     該当事項はありません。 

品目 金額（千円） 

新幹線回数券（関西） 612 

切手・印紙未使用分 29 

航空券 11 

合計 653 

区分 金額（千円） 

 セレブリックス・インベストメント㈱ 30,000 

 エックス・ネット・サービス㈱ 75,000 

 セレブリックス・ビジネス・ソリューション㈱ 100,000 

合計 205,000 

相手先 金額（千円） 

㈱リクルート 19,029 

東和レイディクス㈱ 4,325 

セレブリックス・ビジネス・ソリューション㈱ 2,843 

㈱ディスコ 2,689 

㈱アイデム 2,647 

その他 21,718 

合計 53,253 

相手先 金額（千円） 

エスエスビー・マネジメント㈱ 23,269 

滝山運輸㈱ 14,324 

サクラインターナショナル㈱ 3,366 

㈱ジェイティービー 3,193 

㈱リクルート 2,741 

その他 50,145 

合計 97,040 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券 10株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 

電子公告により行う。但し、電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ 

http://www.cerebrix.jp/ir-info/index.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

  平成17年４月20日関東財務局長に提出 

(2)有価証券届出書の訂正届出書 

平成17年４月28日及び平成17年５月12日関東財務局長に提出 

平成17年４月20日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第７期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月28日関東財務局長に

提出 

(4)有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

 平成17年11月10日関東財務局長に提出 

(5)有価証券届出書（新株予約権証券）及びその添付書類 

 平成17年11月10日関東財務局長に提出 

(6)有価証券届出書（第三者割当増資）の訂正届出書 

 平成17年11月18日関東財務局長に提出 

 平成17年11月10日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(7)有価証券届出書（新株予約権証券）の訂正届出書 

 平成17年11月18日関東財務局長に提出 

 平成17年11月10日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(8)臨時報告書 

平成17年12月５日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の

異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(9)臨時報告書 

平成17年12月12日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の

異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(10)半期報告書 

 （第８期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出 

(11)臨時報告書の訂正届出書 

 平成18年１月17日関東財務局長に提出 

 平成17年12月５日提出の臨時報告書（特定子会社の異動）に係る訂正届出書であります。 

(12)臨時報告書の訂正届出書 

 平成18年２月15日関東財務局長に提出 

 平成17年12月12日提出の臨時報告書（特定子会社の異動）に係る訂正届出書であります。 

(13)臨時報告書の訂正届出書 

 平成18年２月21日関東財務局長に提出 

 平成17年12月12日提出の臨時報告書（特定子会社の異動）に係る訂正届出書であります。 

(14)臨時報告書 

平成18年５月26日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の

異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(15)臨時報告書 

平成18年６月26日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の

異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年６月29日

セレブリックス・ホールディングス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセレブリックス・ホ

ールディングス株式会社（旧会社名株式会社セレブリックス）の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、セレブリック

ス・ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１.重要な後発事象に、株式会社国連社の株式取得に関する記載がある。 

２.重要な後発事象に、株式会社イーヴァム・インターナショナルの株式取得に関する記載がある。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木  聡  

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２８日

株 式 会 社 セ レ ブ リ ッ ク ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社セレブリッ

クスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャ

ッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社セレブリッ

クスの平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に、公募による新株式の発行に関する記載がある。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木  聡  

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年６月29日

セレブリックス・ホールディングス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセレブリックス・ホ

ールディングス株式会社（旧会社名株式会社セレブリックス）の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第８期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、セレブリックス・ホ

ールディングス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１.重要な後発事象に、株式会社国連社の株式取得に関する記載がある。 

２.重要な後発事象に、株式会社イーヴァム・インターナショナルの株式取得に関する記載がある。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木  聡  
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